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日本国憲法、教育基本法が採用しているすべての個入

の尊重を基本 とする現代の民主主義によれば、公教育が

基本的人権の尊重の原理とともに国民主権主義の原理に

も基づいて行われるべきことは当然と思われる。ところ

が、 兼子仁氏の 著作 『教育法(新 版)』(1978年 、有斐

閣)に おいては、その第3編r現 行教育法の基本原理」

の第1章 第3節 を中心として 「文化のにない手としての

国民の教育の自由」なる原理が現行教育法の基本原理の

一つとして述べられ、この原理によれば教育が国民主権

主義に基づいて行われるべきであることは否認されてい

る。1この書物は今日のわが国の教育法学の到達水準を示

す一つの代表的な概論書であると思われ、また、著者が

いわゆる 「国民の教育権」の立場に立ち教育裁判 ・教育

運動にも大きな影響力をもつ研究者の代表的な一人であ

るだけに、この書物における上記のような著者の所説を

批判 ・克服することは きわめて 重要であると考え られ

る。本稿は、かかる立場か ら 「第3編 現行教育法の基

本原理」を中心として 『教育法(新 版)』 における兼子

氏の所説を検討し、その ことを通 じて教育権の基礎理論

の構築に向か うものである。
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第1節 教育の国民主権主義

教育の 自由と国民主権(上)

は、教育だか ら、あるいは、文化だか ら国民主権主義の

兼子氏は、教育 と主権者国民、あるいは国民主権との

関係について次のように述べている。

㈲ 「国公立学校を 含めて文化活動 としての教育の内

容決定に参加できるのは、文化のにない手 としての

国民個々人なのであって、それは法的に、政治に参

加していく主権国民 ・参政権者としての国民とは区

別されていなければならない。」(212頁 。以下、『教

育法(新 版)』 か らの 引用 を示す 際には 書名を省

く)。
　 　 　 　 の 　 　 り 　

勧 「近代憲法下において、子どもの学習権を保障す
　 り 　 の 　 　 の の 　 　 　 　 ロ 　 コ リ 　 　 ロ 　 の 　 り

る人間教育であると確認されている学校教育その も

ものは、国民主権 と議会制民主主義による 『国政』
ロ リ ピ の の ら り

の～部ではなく、国民の個人的自由をふまえた人間
　 ロの の 　 トじ　 　 の 　 ロ 　 　 　

社会の文化的活動にほかならない。戦後改革におい
　 　 　 の 　 ゆ 　 の 　 　 　 　 の り

て鷺本麟憲法は、法的意味で 黙教育の国民主権主
の リ サ リ リ 　 　 　 コ の 　 の り 　 の の り ゆ の 　 　

義"を 採ったのではなく、まさに国民の教育の自由
　 の の 　 の の 　 　 の 　 の 　 つ 　 　 　 む の 　 　 り 　

を保障することによって、教育を国政と国家権力の
り 　 　 り の 　 ヒリ 　 　 コ ら 　 　 　 の 　 　 り る 　 の 　 　

領分から文化と個人的自由の領域へ移しかえたので

ある。そこで、文化のにない手 としての国民一般の

教育意思を問 うことはできても、それはあ くまで国

民個々人の教育参加の 自由を通 じて表示 されるほか

はな く、政治選挙を通 じて議会の議決に束ねてしま

うことは、その本質上、できない。文化活動として

の学校教育の 自由人権性か らして、国民主権国家で

あってもその内容を権力的に決定強制することは許

されず、それはいかに国民主権国家であってもけっ

して国民の思想内容や学問的真理を議会民主制的に

決定 しえないのと本質的に同様である。」(2ユ3・4

頁。傍点は北川)。

現行法の もとで、主権者国民は公教育内容の決定に参

加できず、教育の国民主権主義は採られていないと兼子

氏はいうのである。

しかし、国民主権主義が日本国憲法も採用している現

代昆車主義の一般的な 基本原理であると いう立場から

原理が当てはまらないというかかる所説を安易に承認す

ることはできない。むしろ、現行教育法原理として認め

られる はずの 「教育の 国民主権主義」 の原理、すなわ

ち、教育が国民主権主義に基づいて行われるべきである

という原理を多少とも積極的に提示し、それとの対比に

おいて論者がこの陳理が認められないとしている論拠を

個別に批判 ・検討し、さらにより強固かつ精緻にこの原

理を展開することこそ課題 と考え られるのである。

ω 国民主権主義および主権者国民の概念

そのためには、まず、国民主権主義とは何か、また、

主権者国民とは何か、を一応明らかにする必要がある。

兼子氏は、この著作において上記引用の所論を述べる

に当って これらの概念規定を 直接には 行なっていない

が、その こと自体、憲法の基本原理の一つが公教育には

当てはまらないという根本的な問題提起を行 うに際 して

の理論的不備を示すもののように思われる。

ここで問題とすべき国民主権主義は、まず何よりも、

日本国憲法の規定するそれであって、その原理は憲法前

文第1項 に宣明されている。そこに言 う 「主権」 とは、

「国家意思を 最終的に決定するカ」q)な いしは 「国家の

政治のあり方を最終的に決めるカ」ω を意味してお り、

それが 「国民に存する」ということは 「国民こそが国家

権力の最高の源泉であり、その正当性を支える最終的な

根拠であることを意味している」ω と考えられる。主権

が国民に存するとの規定のうちには、国家の 「政治権力

が正当性を認められるのはそれが国民から発するもので

あるがゆえである」という意味と、 「国政を 最終的に決

定するのは国民」でなければならないという意味との二

つが同時に含まれている。紛 また、 「国政は、 国民の厳

粛な信託に よるものであって、 その権威は 国民に由来

し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利

は国民がこれを享受す る」との規定にある国艮とその代

表者 との関係については、まず、 「国家権力の正当性の

根拠としての国民の範囲と、国家権力の究極の行使者 と
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教育の自由と国民主権(上)

しての国民の範囲との間に常に一定の距離があることは

否定できないが」 「事が らの性質上可能なかぎり、 国家

権力の正当性の根拠たる国民と、国家権力の究極的行使

者たる国民とを一致させるべきであるという憲法上の要

請があると考えるべきであろう」(5)。この点で、 憲法が

主権の最も典型的、直接的な発動形式である憲法制定権

を国民に帰属させていること、憲法改正には国民投票に

よる承認が必要だと規定していることが重視される。前

記の規定の 国民とその代表者 との 関係については、 ま

た、 「国民全体が 国家生活を営むに値するだけの福利を

享受できるように国政を運用すべき義務は、単に制度上

国民の代表 とされている者に対してのみ課されるだけで

な く、理論上全国民を代表する作用に参与するすべての

者に課され、 これらの者はこの義務の履行について、国

民全体に対 し責任を負うと考えなければならない」(6》。

また、国民主権主義は、一人ひとりの人間の尊重、そ

の自由ないし人権の尊重と不可分に結びついている。 日

本国憲法も自由と平和のために国民主権主義の憲法を制

定すること(前 文第1項)、 国民の自由 および人権を尊

重すること(第3章 の諸条項 とくに11条 、13条、および

97条)を 規定しており、とりわけ、 第13条 で、 「すべて

国民は個人として尊重される。生命、 自由及び幸福追求

に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない

限 り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とす

る。」と規定しており、 すべての個人の尊重を 国政上の

根本理念とすることを宣明している。

以上のような 日本国憲法の国民主権主義に基づ くな ら

ば、「主権者国民」 とは、 まず何よりも、国家の構成員

としての自然人個人のことであると考えられねばならな

い。そして、そのような個人か ら成る国家の構成員の全

体集団を指すときにも、それが捨象できない固有の価値

ないし尊厳をそなえた具体的な自然人個々人か ら成るも

のであるという意味が含められねばならない。 一

主権者国民をこのような意味に解釈してはじめて、主

権者国民の全体が統一的な国家権力の保持者でありその

正当性の根拠であ り国政による福利を享受するものであ

るとの規定を、 日本国憲法の個人の尊重 ・個人の自由な

いし基本的人権の尊重という原理とも代表民主制の原理

とも調和的統一的に理解することができる。

ところが、杉原泰雄氏によれば、 「国民主権 について

の代表的な学説」は、 これをまとめると、 「第1に 、 主

権者たる国民は、r人 民』 の意味であって、具体的には

現在生存する国民のうちか ら天皇および政治に参加する

資格を本来 もたない未成年者 ・精神病者等を除外した者

つまり普通選挙権者の総体を意味し、第2に 、主権者た

る国民に属する主権は、国家意思の最高ないし最終の決

定権を意味する」という内容のものである、と述べ られ

ている。σ)この第2の 点にはほぼ異論 はないが、第1の

点については同意 し難い。 もしこのように主権者国民と

いうことで普通選挙権者(の 総体)を 意味しそこか ら未

成年者等を除外するならば、未成年者等は憲法前文第1

項に言う国政の権威の源泉で もな く国政による福利の享

受の主体でもないこととなるが、それがこの憲法前文第

1項 の規定自体にもまた既述の第13条 の個人の尊重の規

定のほか第25条 のすべての国民の生存権の保障、第26条

のすべての国民の教育を受ける権利の保障等の諸規定に

も反することは明らかであろう。国民主権原理は、直接

民主主義だけを要請するものではなく、事柄の性質に応

じて可能なかぎりで主権者国民が普通選挙権者、憲法改

正承認投票権者等の国家権力の現実的な究極の行使者と

なることを要請するものである。未成年者 も請願権を行

使して国政の主体たり得るし、高校生代表が教育課程改

善のための審議会等に参加することが追求されてもいい

はずなのである。

「主権者国民」 の概念を以上のように考えることがで

きるとすれば、前記の兼子氏の教育の国民主権主義を否

定す る所論は、さしあたり、次のように批判される。

まず、 既述のように、 主権者国民は 国政の 権威の源

泉、国家権力の規制者であると同時に国政による福利の

享受主体、基本的人権の主体(と りわけ教育を受ける権

利の主体)で あるとするところに こそ国民主権主義の意

義があるのであって、 「法的に」、 「文化のにない手」で

はない 「主権者国民」などを想定するならば、国民主権

主義 自体の意義がなくなってしまう。 このことは、憲法
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教育の自由と国民主権(上)

の国属主権主義の意義 自体はこれを肯定 している兼子氏

の期待するところでもないであろう。

つぎに、兼子氏は、 「文化のにない手としての 国民」

ど対置する際しばしば 「主権者 ・参政権者国晟」 と表現

していることにみ られるように、 「主権者」 と 「参政権

者」とを同一視し、あるいは岡一視 しないまでも教育法

僚 理上商者 の区別に 重きを 置いて いないかのようであ

る。F参 政権者」 の意味 も明らかにされていないが、も

もF参 政権者」ということばでほぼ普通選挙権者を意味

しこれと 「主権者」とを等置しているとすれば、前記の

国民主権についての憲法学の 「代表的な学説」の問題点

への疵判がそのまま当たるであろう。

第3に 、燭 罠主権主義の最も典型的、直接的な発動形

式は国畏の憲法制定権であるか ら、教育の国民主権主義

ほ何よりも教育法規の 憲法による制定として あらわれ

る。このことを確認するならば、兼子氏が前記引用の㈲

(と くに傍点の部分)の ように述べなが ら教育の 悶民主

権霊義を 否定 しているのは 論理矛盾と言わねば ならな

い。そこにおいで学校教育が人間教育であり文化的活動

饗あるとされ、教育は文化と個人的自由の領域に属する

ノとされているのは教育そのもののあり方のことでありそ

めような教育その もののあり方を法的に確認しているの

が近代憲法であり日本国憲法であると兼子氏は述べてい

るのであるが、 これ らの憲法が採用している題民主権主

義に墓づけば、教 育のあり方の基本を憲法で定めること

こそは教育に国民主権主義が適用されることの最も典型

的、直接的な形態であるからである。

(2)立 法者意思としての教育の国民主権主義

っぎに、憲法および教育基本法の立法過程における立

法者の意思が教育の国民主権主義の原理に立つものであ

ったことを確認することとする。

㈹ 制憲議会における議論

濁本国憲法は、婦 人参政権をも認める戦後改正された

衆議院議員選挙法のもとでユ946年4月10日 行われた第22

圃衆議院議員選挙後の第90帝 国議会(会 期ユ946年6月20

日～同年10月11日)に おいて制定された。 この薪憲法の

制定は、旧大 日本帝国憲法の定める手続きによる照憲法

の 「改正」という形式をとったが、1945年8月 ユ4日、わ

が国政府が敗戦に際して、自由と基本的人権の尊重、平

和主義、国民主権主義を要請するポツダム宣言を受諾し

た時、天皇主権を基本原理とした旧憲法秩序は崩解 した

とみなされ、第90帝 国議会は、とくに衆議院を念頭にお

くとき、実質的な新憲法制定の国民代表議会であるとみ

なす ことができる。(8)まず、 この議会における議論か ら

みてゆ く。

森戸辰男氏は、6月27日 、衆議院憲法改正第一読会の

質問において次のような見解を述べている。

「新 しき教育の 確立され、 新しき国民が育成されずし

て如何にして新 しき日本が立つことができるか。…一教

権を確立すると云うことは、此の憲法に於てなされるこ

とが最も適当なのではないか。」「従来学校制度は法律に

依ることはなか ったのである。…一民主主義の新 しい時

代に於きましては、此の重大なる国民教育を取扱う所の

法規は是非とも議会の協賛を経た法律に依 ってなされな

ければならぬと私は見 るのであります。」「民主主 義を建

設 し、欽定憲法が改定 さるる今 日に致 っては、…一教育

勅語は、……教育の根本原理 としては、既に十分でない

所が含まれているのではないか。私は頴 しき時代に処す

る教育の根本方針が、憲法に於て国民の代表たる我 々の

手に依 って作らるることが適当ではないかと愚 う……。

少 くとも私は新 しい教育の根本方針を規定するものは国

会を以て其の実質が定められなければならぬと考えて居

るのである」(9㌔

これに対して田中耕太郎文部大臣は、第一に、教育勅

語は 「之を廃止する必要を認めない」、 第二に、 教権の

確立については、 「立法技術」 の点か ら 「此の際は憲法

の中に之に関する規定を置きませぬで、教育に関する根

本法を 制定致します際に……其の中に採入れたい」、第

三に、「教育に関する法令が議会の 協賛を経て 制定され

なければならないと云うことは政府の承認致すところで

あります。全 く御説の通 りであります。政府と致しまし

ては、教育の重要性に鑑みまして、少なくとも学校教育
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の根本だけで も議会の協賛を経るのが民主的態度 と考え

まして、目下其の立案の準備に着手 して居る次第であり

ます」と答えている。(1ω

また、7月3日 、衆議院憲法改正案委員会第4回 にお

いて、杉本勝次委員は、 「民主主義的な新しい教育の理

念、或は教育の指標、或は文教の根本方針と云うものの

閾明を、此の憲法の一箇条として設けて戴きたい」と述

べ、その理由として、 「教育が其の 時々の政治の動向に

依って影響を受けることを拒否して、之を国家の政治的

機能から独立させる必要がある」こと、そのことが 「新

しい教育の理念が憲法上の保障を受ける所以」となるこ

とを挙げている。qn

同じ会議で、杉本委員に続いて、大島多蔵委員は、憲

法中に一章を設けて 「教育の自主性及び自由性」の尊重

に関する規定および教育の機会均等に関する規定を含ま

せるべしとの意見を述べたが、その中で前者の規定の必

要性について次のように述べている。

「その一章には、どういうことを規定する必要が ある

かと申します と、第一に、教育の自主性及び自由性、 こ

れを尊重しなければならない。……我が国の教育史 と云

うものを眺めて見ます と、見方に依 りましたならば、我

が国の教育 と云 うものが、他の勢力に依ってこれまで如

何に躁廟 されてきたか、そう云 うものを書いてある歴史

であるとさえ見ることができる 。 政党盛んな り

し頃は、政党の為に我が国の教育と云うものが如何にそ

の方向を歪められたか、……国民の意思が尊重されると

ころの、即ち民主議会にな りますと、議会の権限と云う

ものが更に大き くなりまして、……この政党の多数党の

横暴に依って、将来我が国の教育 と云 うものが何時かは

歪め られることがありはせぬかと云 うことを、最 も懸念

する次第であります。(改 行省略一北川)そ れか らもう

一つは御承知の通 り、軍閥に依って全 くその方面を他へ

転換せしめられた。教育の自由と云 うものは全 くなかっ

た次第であります。……金森国務大臣は21条(現 行憲法

23条 に当たる一北川注)に 規定してあると、そのことに

連関して仰しゃいましたけれども、この21条 の規定はこ

れは学問研究の 自由でありまして、 私が申し上 げる所

の教育の 自由と云 うものに 関してでは ないのではない

か。……それで私は今の教育の自主性、自由性、独立性

と申しますか、これが是非尊重されな くちゃならない。

政党政治に依って これが左右されるようなことがあって

はならない・…・・」(12)。

この大島質問に対 して、田中文相は、 「憲法 全体の体

裁」「憲法全体の振合」 と理由として、 教育に関する規

定を改正案以上に設けることには 賛成せず、 「教育権の

独立というようなこと」 をのちに 制定を 予定 している

「教育に関する根本法」に含めて規定 することを検討す

る旨、答えている。(13)

以上のような憲法制定議会での討論の中には、教育の

自主性、自由ないし独立の保障および教育の根本方針、

根本精神ないし根本理念を主権者国民の意思に基づ く憲

法規定として制定すべしという国民代表議員の強い意見

をみることができる。 また、上記の森戸発言の中には、

新 しい日本の建設者 としての国民が新しい教育の享受主

体でなければならず、そのような教育の根本方針や学校

制度は、過去において教育立法が基本的に独立命令によ

ってなされてきたことを批判 して、民主主義に基づき国

民代表議会 で審議制定 されるべしとの 意見が 明瞭であ

り、これに対する文相の答弁にもそのようなものとして

の教育立法の法律主義を以後政府は採用するものである

としていたことが明らかである。それゆえ、このように

してその後実際に現行教育法制の原則とされた教育立法

の法律主義が教育の国民主権主義の現われの一つである

ことは、以上の議論の中でも理解される。〔14,

もっとも、 教育の 根本方針や 教育の 自主性等の保障

は、田中文相の答弁どおり、憲法 自体には直接に規定さ

れず、後に制定された教育基本法に規定 されることとな

った。

かかる規定を憲法 自体に設けないことの理由として、

田中文相は、前記の答弁にみられるとおり 「立法技術」

上の問題や 「憲法全体の体裁」ないしは 「憲法全体の振

合」を挙げているほか、同じ帝国議会の7月18日 の衆議

院委員会での久芳庄二郎委員の質問に対する答弁の中で

は 「広い意味の文化的活動」 という 「教育の性質」を挙
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げている。㈲ さらに、 後述する 『教育基本法の解説』

、によれば、田中文相は制憲議会において、 「憲法 という

ものは元来政治的の法律であり、教育が問題にされる場

合でもやは り政治の面か ら問題 となるのであって、この

憲法の性質上、道徳及び教育の原理というようなものは

憲法の中に入るべきものではない、などと答え」ていた

とされている。㈹ また、 田中氏は、 後年の著書 『教育

基本法の理論』で もこれに関連して、「私は個人的には、

国家が法律(こ の場合法律という言葉で憲法をも含めた

法規漏般を指していると考えられる一 北川注)を 以て

聞然するところのない教育の目的を明示することは不可

能に近いことと考える」、「教育的活動がその本質におい

て個人の創意にもとつ く文化的牲質のものであり、本質

において法の干与の外にあることを考えるときに、憲法

:および他の法令による教育の規制には一定の限度がある

ことを認めざるを縁ない」 と述べている。q7》

現在の教育法学説においても上記のような田中氏の考

え方に同調するものがある。たとえば、堀尾輝久氏は、

繊 育的活動が一一本質において法の 干与の外にある」

という上記のような 田申氏の 所説を 「理由のあること

だ」トとしている。㈹ とりわけ、 兼子氏の 次のような所

説の中には、上記のような田中民の考え方をそのまま肯

定したうえで、そのような考え方を現行教育法の解釈に

おいても活かしてゆ くべきだという趣旨が含められてい

る。

{C}「憲法制定審議中に、 日本国憲法に教育 目的にか

んする教育宣言をもりこむ ことが問題とされたが、

憲法は政治的法だか らとの理由で、教育 目的条項は

設けられなかった。しかし、 もし教育目的条項が設

けられたとしても、それが教育活動の内容にたいし

て法的拘束をもたらすことは教育の自由にも教育を

うける権利の保障にも沿わないと見 られるので、学

校制度の法定にともなう憲法準則として効力を有す

るのにとどまるものと解される6憲 法といえども、

教育活動の内容に法的拘束をもたらす資格は、教育

条理に照 して容易に認めがたいと言わなければなら

ないか らである。」(26頁)。

しかし、上記のうち、憲法というものが 「政治的の法

律」であることを理由として教育の自由及び教育の根本

方針を 憲法に 定めるべきでないとした田中文相の見解

は、憲法以上に一般政党政治の影響を受けやすいはずの

「法律」という形式をもつ 「教育根本法」 で教育の 自由

及び教育の根本方針を規定すると述べた田中文相 自身の

議会での答弁と矛盾している。そして、憲法以上に政党

政治的な法律という形式を もつ教育基本法によって教育

の 自主性保障および教育の根本方針が規定されたという

その後の事実の経過の中で、上記の如き田中文相の見解

は、立法者国民代表議会の意思としては否定されたとい

うべきである。

日本国憲法中に、 「教育の自由」 や教育の根本方針等

が直接明文で規定されなかったのは、教育法論理的な理

由というよりも、むしろ、当時の政治情勢の中で教育法

論理が憲法制定にまでは充分及ぱなかったという理由に

よると考えられる。

すなわち、薪憲法制定について当初連合国軍最高司令

宮は 日本政府のイニシャチブによることを期待していた

が、1945年12月27日 のモスクワ三国外相会議で、全連合

国参加め最高管理機関たる極東委員会の設置が決定され

(翌年2月26日 発足)、他方、幣原内内閣のもとで準備さ

れ1946年2月8日 総司令部に 提出された 「憲法改正要

綱」(い わゆる松本案)が あまりにも保守的な ものであ

るという状況の下で、アメリカの主導による早急な新憲

法制定が 占領軍の めざす ところとなり、1946年2月13

日、連合国総司令部か らわが国政府に対して憲法改正草

案が手交された。この草案の申には、教育に関する直接

的な規定は 「無償、普遍的且強制的なる教育を設立すべ

し」という以外にはなかった。 この総司令部案を基本と

してわが国政府は 「憲法改正草案」を作成し4月17日 発

表した。 これに字旬の修正をほどこした 「帝国憲法改正

案」が6月20日 開会した第90帝 国議会において審議され

ることとなる。 この改正案の衆議院での審議は6月25日

に始まり、4臼 間の 本会議を経て特別委員会に付託さ

れ、8月24日 、委員会の修正案が本会議に提出 ・可決さ

れており、貴族院での修正への同意を含めても衆議院の
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審議、 帝国議会の 審議は10月7日 に終っている。q9)こ

のようなあわただしい経過の中では、国民代表議会も憲

法に教育の根本方針や教育の自由等を規定すべしとの指

摘を行うだけで精一杯であり、政府においてもかかる議

員の要求を受けとめるだけでそれを憲法規定として具体

化するほどに調査 ・研究が及ばなかったとしても無理か

らぬことと思われる。政府 ・田中文相は、「教育根本法」

を近く制定することを検討して いる旨表明して課題をも

ち越して制憲議会を 切りぬけたと考えられる。 か くし

て、同年9月20日 、教育刷新委員会第3回 総会に於て法

案の具体的構想を提示し、これをもって教育基本法の立

案が開始されることとなった。

@教 育基本法の立法過程

上述のような憲法制定に際しての教育条項に関する議

論を経て、同じ第90帝 国議会の衆議院における8月3日

の文教再建に関する決議の中で 「教育制度の根本的刷新

のための特別の機関の設置」が謳われ、8月10日 、内閣

直属の 「教育刷新委員会」が設置され、9月20日 、前記

のようにこの総会における田中文相による法案構想の提

示が行われ、教育基本法の具体的な立案作業が始まるこ

ととなる。教育刷新委員会では、その第1特 別委員会を

中心として審議がされた結果、同年11月29日 、第13回 総

会で 「教育の理念および教育基本法に関すること」が採

択された。 これには教育基本法の要綱が与えられ てお

り、12月27日 、 これは政府に建議 され、政府 ・文部省で

の立案を経て、翌年3月13目 、第92帝 国議会に 「教育基

本法案」が上呈 され3月17日 の衆議院本会議での可決を

含めて無修正で議会を通過、3月31日 「教育基本法」が

法律第25号 として公布 ・施行された。`2°)なお、1948年

6月19日 、 「教育勅語 等排除に 関する決議」 が 衆議院

で、同 日 「教育勅語等の失効確認に関する決議」が参議

院でそれぞれ可決された。

このようにして成立した教育基本法には、周知のよう

に、教育の根本方針および教育の自主性確保が規定 され

ているが、この教育基本法の立法過程では、その立法者

意思が教育への国民主権主義の原則の適用にあったこと

は、以下にその具体例を示すように、憲法の教育条項制

定におけるよ りもいっそうに、明確である。

まず、1946年11月22日 の教育刷新委員会第12回 総会に

おいて第1特 別委員会の羽漢了諦主査は、つぎのように

述べている。

「この理念(教 育基本法の教育理念一一北川注)を い

かにして国民に訴えるか、これには国民代表者の自発的

な協力による議会に於て討議し、国民の総意によって決

定し、国民教育の指針である(「 と」 の欠落か一一 北川

注)国 民各自がよ く自覚し、容認します意味において法

律の形を とることが 必要であると考えた 次第でありま,

す。」〔2D

また、翌年3月1日 の閣議における教育基本法案の検

討に際して、斎藤国務大臣が 「こういうものは法律にす

べきものではな くて、教育宣言として出すべきではない

か」と述べたのに対 して、辻田力文部省調査局長が政党

内閣の時代に内閣がかわるたびに、その都度宣言を発し

ていたのでは国民が困る、内閣の思いつきでだした り、

やめたりすることができないように一定の手続を必要と

する法律にするのがよいと答えて了承をえている。㈱

さらに、とりわけ重視すべきは、同年3月13日 、高橋

文部大臣が衆議院本会議において教育基本法案を提案す

る提案理由の中で次のように述べていることである。

「教育刷新の第一前提といたしまして、 新しい 教育の

根本理念を確立する必要があると存ず るのであ ります。

それは新 しい 時代に即応する教育の目的、 方針を明示

し、教育者並に国民一般の指針たらしめなければな らな

いと信ずるか らであります。次にこれを定めるにあた り

ましては、これまでのように詔勅、命令などの形式をと

りまして、いわば上か ら与えられたものとしてでな く、

国民の盛 り上 ります総意によりまして、いわば国民みず

か らの ものとして定むべきものでありまして、国民の代

表者を もって構成せ られます議会におきまして、討議確

定するがため、法律をもっていたす ことが新憲法の精神

にかなうものといたしまして、必要かつ適当であると存

じた次第であります。」(23,

ここには、教育の根本理念ないし教育の目的、方針が

国民の総意により国民 自らのものとして表明 ・制定せ ら
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れるべきであるという教育の国民主権主義そのものの表

胴が賜確にみられるとともに、その表明 ・制定の形式と

して国最代表議会で定める法律をもってすべきであると

いう、教育の国民主権主義の一形式としての教育立法の

法律主義の表明も明確にみられる。
'瀞 国議会

の議論でも、3月1頒 の貴族院本会議におい

て澤田牛磨議員から 「この法案は、法案 じゃなくて説法

ではないか。倫理の講義や、国民の心得などということ

を一々法律で規定する必要はないと思 う」という意見が

出される等の反対もあったが、(24》結局、 衆議院、 貴族

院とも本会議で政府原案が無修正のまま賛成多数で可決

されている。

㊧ 立法者意思と現行教育法原理解釈

『教育基本法の解説』(国 立書院、1947年)は 、教育基

本法の立案に直接携船った文部省調査局審議課内に設け

られた教育法令研究会の共同研究成果であり公式ではな

いとしてもほぼ立法当時の文部省当局の見解を示すもの

とみ られ、 「教育基本法の 最初の体系的解説書であり、

教育基本法解釈の 擢原典』ともいえる」㈱ もの である

が、同書は、教育基本法制定の理由および経過について

の叙述の中で、第9◎瀞国議会での憲法の教育条項に関す

る議論の要点を示 したのち、次のように述べている。

「このような議論を 通 して 見 られることは、.教育の理

念な 脇大方針なりをもっと憲法の中にうたうべきである

とする考え方が相当強かったということである。又もし

憲法の中に入れないならば、 これらの教育の理念なり大

方針な りを法律の形で定め、広 く国民に明示する必要が

あると認められたのである6」㈱

岡書は、また、同法制定の理由及び経過を要約して次

の毒うに述べている。

「ω過去の 教育の弊害を除去し、 是正し、教育本来の

道に立ち返る必要があること、(2に のためには終戦後、

混迷におちいっている教育界に新しい教育方針を明示す

る必要があること、13}それには教育勅語に代えるに薪 し

い詔書をもってすることな く、民主的に議会の議を経て

定むべきこと、(4噺 憲法はζの教育方針を示 唆している

ので億あるが、更に一層その趣旨を敷えん具体化する必

要があること、以上の理由に基いて教育基本法案が準備

されるに至ったのである。」㈱

さらに、同書は、教育基本法の性格を解説する中で次

のように述べている。

「従来、教育の理念な り方針な りは、 すべて 詔勅又は

勅令の形式で示 され、直接議会のあずかるところとなら

なかった。……民主主義の精神に則り、教育を国民みず

からのものとするためには、ぜひとも国民の代表者で構

成 され、国民の総意の表現である議会でこれを定めなけ

ればならない。そこで法律の形式をとることが必要とさ

れたのである。」「教育勅語の奉読が廃され、思想混迷の

過渡期において、過去の教育を支配 した偏狭な国家主義

的傾向をはっきりと除去し、是正するため、新憲法の精

神に則った教育の根本理念な り方針なりを明示する必要

のあることは否定しえないことであろう。しかもそれを

定める具体的方法としては、先に述べたように権威者が

上か らおしつけるというのではなく、国民 自ち の総意の

表現としてこれを定めるため法律の形式をとったことが

是認 されるであろう。」(28)

以上のような 『教育基本法の解説』の記述 も、教膏基

本法の制定が日本国憲法の精神の教育への歎術であり、

教育の国民主権主義の現われであり、 とりわけその一形

式としての教育立法の法律主義の現われであることを裏

づけている。

このような 『教育基本法の解説』をも参考として、前

述のような憲法および教育基本法の立法過程における教

育の根本方針や教育の自主性確保等の法規定の問題を考

えるな らば、少な くとも立法者意思としては、 このよう

な規定が憲法に設け られなかったことに積極的意義が見

出されていたのではな く、むしろ、それが教育基本法に

設け られたことにこそ積極的意義が見出されていたこと

が明らかであろう。教育基本法制定の歴史的意義 もこの

点に見出されるべきものである。

ところで、教育基本法は、すでに有倉遼吉氏によって

「教育基本法の 準憲法的性格」 として指摘されてきたよ

うに、㈱,既述のような その 沿革のみならず、 その 前文

および第U条 の明文の規定によって も、また、その全条
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文の内容か らしても、それが法規秩序において憲法の精

神を教育に直接に敷彷具体化して教育の基本を確立する

ものとして一般の教育法律よりも優越するものであるこ

とは明らかである。それゆえ、教育の根本方針および教

育の自主性確保の規定が このような教育基本法において

なされているということは、国民主権主義の最 も直接的

な発動形式としての憲法制定に準ずる形式がとりわけ教

育の目的や方針、内容にわたる理念に関して もとられた

ということである。 したがって、上記のように教育基本

法による教育の根本方針規定等の歴史的意義を評価する

ことからは、現行教育法解釈においても、教育基本法に

教育の目的、方針、内容等の理念が規定されていること

を、これ らが通常の教育法律で定められている場合より

も教育の国民主権主義のより直接的な現われであるとし

て積極的に評価すべきことが導き出される。㈹)

ところが、教育基本法における教育の根本方針の規定

に対する兼子氏の評価は、これとは違っている。すなわ

ち、

一方で、兼子氏は、まず、 「戦後改革期に 日本国憲法

の精神をふまえつつ公教育法原理を規定した教育基本法

が……r人 間教育』の法的確認を行なっている」と述べ

て、 教育基本法の前文、 第1条 、 第2条 の 抄文を示す

(195・6頁)。 つぎに、「1970年代の教育法学説および教

育判例において、人間教育の法的確認はr子 どもの学習

権説』によっていっそ う明確化され、教育人権にまで高

められた」と述べる(197頁)。 さらに、 「現行法上、教

育は子どもの学習権を保障していかなければな らないと

いう原理が存す る」 と述べる(199頁)。 しか も、同氏は、

以上のような内容を含む 「子ども ・国民の学習権を保障

す る人間教育」 という叙述を、その所説 「現行教育法の

基本原理」の冒頭第1章 第1節 の 「一」に同名の見出し

の下に行なっており、 「人間教育の法的確認」 に同氏の

説 く 「現行教育の基本原理」の端緒としての重要な位置

づけを与えている。

しかし、他方で、兼子氏は、この同じ人間教育の法的

確認についての記述の中で次のように述べている。

(d}「 教育基本法が 教育観および 教育目的を法定した

ことの法的意義について、十分な注意がなされなけ

ればならない。そこにはたしかに、戦後改革期にあ

って、戦前の教育勅語法制における国家教育観およ

びr国 体の精華』『皇運扶翼』r遺 訓遺風』といった

旧教育 目的を、人間教育観および民主主義 ・平和 ・

真理という教育目的の確認へと転換させる歴史的必

要があった。しかし、民主主義 も平和 も真理も人間

教育上の目的である以上、それが教育基本法に規定

されたか らといって教育内容を具体的に拘束しうる

わけではなく、 そのような 教育観 ・教育 目的規定

は、後述する学校制度的基準の範囲でのみ法的効力

を有するにすぎないと解しなければ、国民の教育と

学習の自由の保障に紙触することになると考え られ

るのである。」(196・7頁)。

(e}「具体的な教育活動 にとっては 教育基本法上の教

育目的規定も訓示規定にほかならず、 したがって本

書旧版101-3頁 のごとく、『民主主義 と平和と真理

の教育』を 『現行教育法の基本原理』にまで挙げる

ことは、必ずしも適切ではないと考えられる。」(19

7頁)

これらは、 「憲法といえども、 教育活動の内容に法的

拘束をもたらす資格は、教育条理に照らして容易に認め

がたい」との前記の同氏の所論を教育基本法についても

敷街 したものである。

このような 兼子氏の 所論は いくつかの 点で問題であ

る。

まず、既述のように、教育基本法の制定経過および準

憲法的性格からすれば、教育目的の規定を も当然に含め

て、教育基本法における教育の根本方針ないし根本理念

の規定が教育の国民主権主義の具体化であることは明ら

かである。それゆえ、兼子氏がかかる教育基本法の前文

・1条 ・2条 等の規定に拠 って 「人間教育の法的確認」

を現行教育法の原理として説きながら、その他方で、教

育の国民主権主義が現行教育法の原理ではないとするの

は矛盾であるということである。教育の国民主権主義を

否定するならば、 「人間教育の法的確認」 の拠りどころ

を、①国民の総意 としての教育意思の表明であり、②そ
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の具体的形式として国民代表議会における法律 という形

式をとったという二点において教育の国民主権主義の具

現である教育基本法に求めることは できない はずであ

る。

&っぎに、兼子浅が、教育基本法の教育目的規定が現行

教育法め基本原理を与えるものではない、具体的な教育

活動にとっては法的効力を有せず訓示規定にすぎない、

としている ことが問題である。 「法の効力(Geltung)

というのは、法が法としての拘束力をもち、社会生活を

規律する力をそなえることを意味する。法が現に存在 し

効力がある、といわれるためには、一方においては、人

びとに法 として遵守を要求する規範性をもつ当為(So1-

1en)で あり、他方においては、現に人びとによって守 ら

れているという事実性をもつ存在(Sein)で あることが

必要である」(31ンと言われる。教育基本法は、その規定内

容は単なる教育理念であり教育宣言にとどめられるべき

であるという意見と対決 しそれを克服 して敢えて「法律」

という形式を与え られたものである。その中枢をなす第

1集 の教育目的規定が法的拘束力がない、人びとによっ

て守られるという事実性すなわち実効性を備えなくてよ

い、というものだとは考え難い。どのような手段でその

実効性が保障されるべきかは、一応別の問題である。つ

ぎに壕「訓示規定」とは、「各種の手続きを定める規定の

うち、もっぱら裁判所または行政庁に対する命令の性質

を もち、それに違反してもその行為の効力に影響がない

とされるもの」(32,、あるいは、 「手続、 ことに訴訟行為

の方式 ・条件等に関する規定のうち、その違反は不適法

ではあるが、 行為の効力には影響のない規定をいう」㈹

などとされているが、教育 臼的規定が単なる手続を定め

たものだとは考えられない。 また、 「憲法 ・教育基本法

は、特定の価値観あるいは思想的立場に立つとはいって

も、その立場は人間の尊厳を認め学問 ・良心の自由を認

める、'という立場であ り、それを狭めたり統舗 したりす

るという立場ではなく、また戦争によって人聞が破滅す

る導とを許さない立場である」`34}と考え られる。 この

意味で、憲法、教育基本法の規定がそれに反する教育を

謝めないとしても、その ことが正 しい民主主義的な国民

の教育の自由の保障に反することにはならないと考えら

れる。以上のように考えるならば、教育が教育基本法第

1条 の規定に従って平和、民主主義、真理等の価値を体

現 した人間の育成を目的として行われるべきことが現行

教育法の基本原理であることを否定する兼子氏の所説は

根拠がないと考えられる♂35)

もっとも、兼子民は、以上のような論理の相当部分を

知ったうえで、敢えて 「国民の教育 と学習の自由」 とい

う教育条理なるものを提起 して上記のごとき所論を展開

していると考え られるので、 これに対する批判を徹底す

るためには、 「国民の教育と学習の自由」 に立ち入って

批判することを要するほか、平和や民主主義や真理の教

育目的が現代の 日本において法でなければな らないこと

を積極的に論証することを要する。 これらの点は後述す

るつもりである。

第三に、かりに、兼子氏の述べるとおりに、平和と民

主主義と真理の教育目的が現行教育法の基本原理でなく

具体的 教育活動に とって法的 拘束力を 有しないとすれ

ば、その説 くところの 「人間教育の法的確認」は一体い

かなる 教育的な意味をもち うるのか㍉ という問題があ

る。平和と民主主義と真理を価値として含まない教育を

提供したところでそれが現代 日本の社会における子ども

の学習権あるいは教育を受ける権利を保障したことにな

とるは考えられない。したがって、兼子氏がr人 間教育

の法的確認」と述べていても、その実質は 「人間教育」

そのもののあり方、教育そのもののあり方の確認ではな

い何か教育の外的条件のあり方の法的確認にすぎず、教

育にとっては本質的な意味を為さないように考えられる

のである。

(3)教 育の国民主権主義の原理

(イ)『教育基本法の解説』の所説

前述の 『教育基本法の解説』は、前記のように教育基

本法の制定が教育の国民主権主義の具体化であったとい

う歴史的経過を示 しているだけでなく、教育の国民主権

主義が憲法および教育基本法の原理であることを その内

一10一

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtelnaeUniverSity

教育の自由と国民主権(上)

容にわたって立ち入って解説している。これは、教育の

国民主権主義の原理についての、おそらく最初の、自覚

的である程度まとまった記述であると思われる。すなわ

ち、同書は、教育基本法第10条 第1項 は 「民主主義国家

における教育と国民との 関係を明 らかに したものであ

る。」と述べ、 その 「教育は……国民全体に対 し……責

任を負って行われなければならない」という規定を解説

して次のように述べている。

「民主主義原理によれば、 国家的公的活動 はすべて、

r国民の厳粛な信託による ものであって、 その権威は国

民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、

その福利は国民がこれを享受する』(憲 法前文)も ので

なければならない。(政 治 と同様に一 北川縮約)国 家

的公的活動としての教育も又、この原理に従 って行われ

なければならないのである。即ち、まず第一に、教育は

国民のものである。 ここに教育の目的をはじめとしてそ

の基本方針、教育制度の大体を国民の代表者をもって構

成される国会において定める根拠があるのである。又、

法律に定める学校の事業がもともと国の事業であるとい

うのも、……教育が根源においては、国民から信託 され

たものであるからにほかならない。教育者 も又、国民か

ら教育をなすことの委託を受けたものであり、国民の意

思から離れて固有の権威をもつものではない。 したがっ

て第二に、教育にたず さわる者は、国民全体の代表者で

あり奉仕者でなけなばならないのである(本 法第6条)。

又教育行政に対する国民の発言権が広く認められなけれ

ばならないのである。更に第三に、教育は、国民のため

に行われるものでなくてはならない。国民ひとりびとり

の人格の完成をめざし、その教養と徳性の向上を図る教

育が行われなければならないのであって(本 法第1条)、

単に国家そのものの発展とか、ある一部の者の利益のた

めに教育目的が立てられてはならないのである。国民の

すべてに教育を受ける機会が与え られ、国民各々の能力

に応 じた教育が国民すべてに行きわたるように、最善の

努力が払われなければならないのである(本 法第3条)。

(改行あり一 北川)… …ここに教育はとあるのは、 教

育者、教育官吏及び教育内容等すべてを含めて、一般に

教育というものはという意味である。責任を負うという

のは、先に述べたように、教育が国民か ら信託されたも

のであり、教育は国民全体の意思に基いて行われなけれ

ばな らないのであって、それに反する教育は排斥 されな

ければならないということである。教育の乙とは教育者

だけがやるのであるとするような教育者の独断は排せち、

れるべきである。」(127～9頁 。 傍点、 かっこ内は特記

の もの以外原文)。

以上の引用中、 「法律に定める学校が もともと国の事

業である」というのには現行教育法解釈として同意し難

く、 この記述は 「法律に 定める学校は、蛮 の性質をも

つ」という記述にで も改められるべきであろう。㈹

この点を修正すれば、以上の解説の要点は、次のよう.

である。すなわち、教育 もまた 「国家的公的活動」であ

る限 りにおいて 日本国憲法の国民主権主義の原理に従 っ,

て行われなければならず、 この原理は、そのようなもの

としての教育が、①その権威の源泉が国犀であること、

②それに携わるものが国民の代表であること、③それに

よる福利を受けるものが国民であること、換言すれば、

それは国民ひとりひとりのために行われること、以上の

三要件を満たすべきことを意味している、というもので

ある。

ところで、この解説では、教育が 「国家的公的活動」

という性格をもつということが大前提となっているが、

「国家的公的活動」というのは 「すべての 人々の もので

あるとともに国家権力の規制を受ける活動」という意味

であろうから、この前提は、教育がすべての人々の もの

である活動すなわち公教育 として国家権力の規制を受け

るということと同じである。結局、上記r教 育基本法の

解説』は、公教育が国家権力の規制を受ける性格をもっ

ているということを大前提として、これに日本国憲法の

国民主権主義の三要件が適用されるべきことを説いてい

るわけであり、 この点でこの解説は教育の国民主権主義

を明らかにしたものであると言えよう。

@永 井憲一氏の所説

今 日の教育法学説において、教育の国民主権主義が現

行教育法原理であることを最 も強調 して説いているのは
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永井憲一氏の所説である。岡氏は、その論文 「憲法 ・教

育基本法の形成とその理念」における 「教育基本法制の

理念と支柱」についての記述の中で次のように述べてい

る♂鋤

「戦後 日本の教育は、それ(「天皇制教学体制下」での

教育を指す 北川ンを批判し否定する立場か ら、国民

主権にもとつ く"平 和で民主的で文化的な、基本的人権

が尊重される国家"の 建設 とそのような国家の維持 と発

展のために国民にとって必要な教育、つまり憲法理念 と

共通の 理論的には憲法理念からみちびかれたものと

理解すべき 民主主義と平和主義を教育基本法制の基

.本理念 として据えたのである。同時に、教育の勅令主義

にかわる法律主義の採用もまた国民の"権 利としての教

育"の 保障 も、国民主権憲法への転換によって、教育基

本法制の基本原理としてもちこまれたのである。」
♂以上
のような理論を基本として、 同氏は、 「国民の、

国昆による、国畏のための教育」が現行教育法の基本原

理であることを一貫して説いておりそれは最近に至るも

変わっていないと見られるが、㈹ これが 教育の 国民主

権主義を現行教育法の基本原理であると説 くものである

ことは明白であろう。

この永井氏の所説は、大筋において、憲法 ・教育基本

法法制下での教育の国民主権主義の原理を正 しく述べた

ものと考え られる。

しかし、兼子氏は、永井氏が 「主権者である国民が次

⑳ 疇代の主権者となる子女(国 民)'を 憲法理念に即して

教育する」 という 「主権者教育」を説いている㈱ のに

対して、次のように批判をしている。

「属主主義 ・平和 ・真理を めざすすぐれた 国民教育が

国民主権を実あらしめることはたしかであるが、がんら

い政治原理である薗民主権と文化活動たる国民教育との

がかわり方は大いに究明を要するところで、国民主権憲

、法下の教育でその主たる教育園的をとりわけ 注 権者の

育成。 に見出すことは 問題が ありうるのでは なかろう

か。むしろ、 日本国憲法と教育基本法が、国民一人ひと

りの自由な入聞的成長 ・発達を促しつつおのずか ら全体

としてす ぐれた主権者の再生産にいたるような真の人間

教育 ・全人教育を確認したことを、貴重視すべきであろ

う。」(196頁)

通俗的に言えば、永井氏の所説は 「政治主義的」に過

ぎるという批判である。かかる観点に従って永井氏の所

説を検討すると、そこにおいては、教育を受ける主体 と

しての国民は 「将来の主権者 となる国民」「次の 時代の

主権者となる子女(国 民)」r将 来の主権者たる国民」等

々と表現されており、これに対して教育をする側 ・教育

を提供する側の国民は 「現に主権者たる国民」などと表

現されており、 このような 表現は一貫 している。㈱ こ

のような 表現からは、 永井氏は 「主権者国民」 によっ

て、現に現実的な国家権力の行使者 としての国民、ない

し普通選挙権者国民を指 しており、国政の権威の源泉で

あり国政による福利の享受主体である国民の総べてを指

してはいないと解せられる。 このような意味での主権者

の育成 ・主権者の主権者による教育は確かに狭い政治主

義であって・ このことの指摘 として兼子氏の批判は当っ

ているといえよう。 「主権者」 の概念は、本稿既述のよ

うにこそ理解されねばならない。

豊富な永井氏の著述か らその教育め国民主権主義原理

に基づ く現行教育法原理の解釈を系統づけて学ぷことは

容易ではないが、今後、上記のような批判的視点をもっ

て、また、兼子氏への反批判にも注目しながら、参考 と

することとしたい。

囚 憲法、教育基本法における教育の国民主権主義

確認の要点

憲法、教育基本法は、それ 自体が教育の国民主権主義の

現われであるとともにその規定するところが基本的に全

体として教育の国民主権主義の原理を確認しているもの

と考え られるが、ここで念のために、この原理を確認して

いる主たる条項を確認してお く。ただし、既述のように、

日本国憲法が個人の尊重 ・自由 ・基本的人権の尊重主義

および平和主義と不可分に結びついた国良主権主義を採

用していることが教育の国民主権主義の大前提であるが、

ここでは教育に関する直接的規定に限ることとす る。

憲法第26条 は、第1項 および第2項 で 「法律の定める

ところにより」教育を受ける権利の保障および義務教育
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教育の自由と国民主権(上)

のあり方を主権者国民の代表議会において法律で具体的

に定める旨規定 している。また、憲法第89条 は、それに

対 して公金その他の公の財産が支出され利用に供される

教育は 「公の支配」に属すべきこと、すなわち国民主権

主義原理に基づく法による支配に従 うべきことを規定し

ている。教育基本法前文第1項 、第3項 は日本国憲法を

制定したのと同じ主権者国民が、その憲法理念の実現の

教育への敷循具体化として教育の目的を明示 し教育の基

本を確立するため教育基本法を制定する旨を宣明してい

る。教育基本法第11条 は、教育基本法の規定するところ

を実施するため一般の教育法令が制定されるべきことを

規定して国民代表議会等を拘束している。

憲法第26条 第 ユ項は、すべての国民がその能力に応 じ

てひとしく教育を受ける権利を 有することを定めてい

る。これは、公教育による福利の享受主体が固有の尊厳

さをそなえた個人からなるすべての国民でなければなら

ないことの必然的帰結である。同条第2項 は、第1項 の

最重要な一つの具体化として、内容的には普通教育を含

む無償の義務教育の制度を定めている。教育基本法第3

条、 第4条 は、 憲法第26条 をより具体化した ものであ

る。教育基本法前文第2項 および第1条 は、すべての国

民の権利としての教育が、何よりも 「個人の尊厳を重ん

じ、真理と平和を希求する人間の育成」をめざすもので

なければならないこと、国民一人ひとりの人格の完成を

めざすものであり平和と民主主義と真理の教育でなけれ

ばならないことを定めている。教育基本法第2条 か ら第

10条 までは、すべての国民の権利であるこのような目的

・内容の教育のより具体的なあり方の原則を定めたもの

である。

教育基本法第10条 第 ユ項は、民主主義国家における公

教育と国民との関係を明らかにしたものであって、公教

育の国民全体に対する直接責任の原理を定めて、学校教

職員、教育行政職員、政治代表を含めて公教育に携わる

者が国民の教育代表であるとい う原理とその代表制度の

あり方と代表の責任とを規定している。同法第6条 第2

項は、上記の教育の国民代表の中でもとりわけ特別の役

割を 担う公教育教員の責任と身分保障 とを規定 してい

る。同法第2条 前段は、 「教育の目的は、 あらゆる機会

に、あらゆる場所において実現 されなければならない」

と述べて、国民のもので豫育のある目的の実現は今 日、

既成の教育代表にのみ任せるべきものではな く国民すべ

てが可能な限りでその実現の直接的な主体たるべきこと

を規定している。同法第7条 第1項 は、その一つの具体

化規定である。

なお、公教育 とは、意味からいえば公的な性質をもつ

教育、すなわちすべての者のための教育、たとえ実際に

は一部の者 しか受けないとしてもすべての者に公平に機

会が与えられ、それによる成果はすべての人々の利益に

つながるような性質の教育 と考えられる。 この公教育制

度の形成の過程を明らかにすることは一つの研究課題で

あるが、わが国の現行教育法制の下では、公教育 とは、

憲法、教育基本法において上述のようなものであるべき

だとされて これ らの法の規制を受ける教育のことにほか

ならないといえよう。現行制度の下でも当然ながら公教

育とは区別される私教育がその存立を認められており、

憲法や教育基本法は私教育のあり方について迄は、それ

が積極的に人権侵害で もおこさない限 り、内容的に関与

するものではないと言えよう。 しか し、既述のように、

私人の発意に基づ く教育であって も、それが公の性質を

もつもの、すなわち、国民みんなのためになる内容で国

民すべてに対して公平にそれを受ける機会が与え られる

ような教育であるな らば、これを国、地方公共団体等に

おいて国民みんなのものとして認めて、すなわち公教育

として確認して、これを奨励してゆこう、というのが憲

法、教育基本法の趣旨であるといえよう。

以上のように、憲法、教育基本法において教育の国民

主権主義が現行教育法原理として確認されていることほ

明白である。このことを否定している兼子氏の所説にも

既に基本的に批判を加えてきた。 しかし、なおいっそう

教育の国民主権主義の原理を明確にし、また、兼子氏の

所説に対する批判に徹底を期するためには、前記 『教育

基本法の解説』から得られた、教育の国民主権主義を構

成する次のような下位の諸原理にわたって個別に論述す
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ることが必要となる。

③ 今 日の公教育が国家権力の規制を受けるという性

質を必然的に含んでいるということ。

⑨6公 教育に嬉する国家権力の関与が必要な限 りでそ

の権威、すなわちその力の行使を{憂越的に方向づける価

値、の源泉が一人ひとりからなる国民全体であるべきこ

と。

③ 公教育に携わるものは国民全体の代表でなければ

ならず、また、可能な限りで国民一人ひとりのすべてが

癒接公教育に携わるようにしてゆくべきであること。

④ 公教育 は一入ひとりか らなる国民すべての福利を

もたらすような内容と形態のものであるべきこと。

次節以下ではこれ らの諸点にわたって論述することと

したい。

第2節 公教育における権力

教育の自由と国民主権(上)

(b')

教育の国民主権主義の原理は、今 日の公教育が国家的

公的活動としての性質、すなわち、国民主権主義に基づ

く国家権力の規制を受けるという性質を本質として内包

していることを前提 として成立する。 この意味は、何よ

りも、国家は、 もっぱ ら公教育に外在的に関与している
　 の

だけでなく、 公教育の 内面か ら公教育の教育 としての

質そのものを規定しているということである。 これは、

会教育がすべて国家活動そのものだということでは勿論

ない。 公教育 も教育である限 り私的教育と共通した性

質、国家活動に還元できえない性質をもっていることは

当然である。しかし、今 日の公教育はよくも悪 くも鼠家

権力その他の権力による規制を受けておりまた受けざる

を得ない。その限りで、公教育は他の権力ではな く国民

主権主義に基づく権力の規制を受けるべきであるという

のが、教育の国民主権主義である。

(1>教 育と権力、法についてあ兼子氏の所説

ところが、兼子氏は、現行教育法制の下での教育 と権

力、法 の関係について次のように述べている。

「戦後改革において、 日本国憲法は、 ……教育

を国政と国家権力の領分から文化と個人的自由の領

域へ移しかえたのである。」(214頁 、 既述働の抄)

ω 「最高裁学テ判決に も明言されている とおり、 教

育条理解釈としては、子どもの学習権を保障ずべき

人間教育はもはや 『支配的権能』ではありえず、人

間の文化的活動として非権力的作用にほかならない

と解される。教育基本法2条 が 『教育の蹟的は、あ

らゆる機会 ・場所において実現され、このたあには

学問の自由を尊重し、自発的精神を養い、文化の創

造と発展に貢献するように努めなければならない』

むねを規定しているなかに、教育の非権力性への原

理的転換が確認されていると読める。 この教育の非

権力性は、……教育 と教育行政との分離を確認した

教育法10条 にも内在する原理と言えよう。」(199・

200頁)

㈲ 「本書では、一…現行教育法 において 教育活動の

内容にたいする法的拘束は、憲法をもふくめて原則

として認められていないとの解釈を明確にすること

にしたので、 『教育』 そのものを直接に教育法の適

用対象であると言 うことは適切を欠 くと考え られ

る。教育法の規律をうけるとともに、その条理とし

て直接に教育法論理を指定している、という意味で

教育法の適用領域を成すものは、教育にかかわる制

度たる 『教育制度』にほかならない、と需うべきで

あろうb」(17頁 、傍点は原文)。

以上の兼子氏の所説をまとめると、現行教育法上、教

育は、国家権力の関与するところではなく個入的自由に

委ねられた事柄であり、非権力作用であり、そもそも原

則的には法の直接の適用対象でさえない、というもので

ある。ω

しかし、このような見解には大きな疑問がもたれる。

一っには、国民主権主義は国畏個々人みんなのものであ

る国家権力によって国民個々人みんなの自由を保障する

というものであるから、この立場からは国家権力 と個入

的自宙 とは兼子氏のように二者択一的なものとして対置

するだけですませることはできないが らである。二つに

一14一

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtemaeUniverSity

教育の自由と国民主権(上)

は、より一般的に考えても、今 日、我々が国家権力やそ

の他の権力のない社会生活をめざすべき時代に当面して

いるとは考えられず、そのような時代に教育だけあるい

はやや拡大して精神文化だけが国家権力やその他の権力

の関与の外にあ り得るとは考え難 く、公教育において権

力が存在する限 りはそれが国民主権主義に基づ く法に従

う必要があると考え られるか らである。三つには、故末

川博氏が述べているところであるが、今 日では、国家は

我々が生きている社会の うちで最もはっきりした形態と

強固な組織をもってあらゆる共同生活の基礎をなしてい

るものとしてあり、人間の生活 も一般には国家における

それを措いては論 じ難 く、公教育の根本理念 というもの

も我々の属する国家の仕組みや建て前の基礎を定めてい

る憲法を離れては考え難 く、憲法は教育の理念を決定す

るための基準となるとともに実践としての教育のあり方

そのものを制約するものと考えられるωからである。

このような観点に立って前記の兼子氏の所説に対する

とき、そこで使われている 「自由」「法」「権力」等の意

味内容が問題となる。筆者のみるかぎり兼子氏は、少 く

ともr教 育法(新 版)』 においては、 直接にこれ らの概

念を明らかにすることはしていない。それゆえ、これ ら

の概念を明らかにして、兼子氏の所説に検討を加えるこ

ととする。

② 自由、法、人権、権力

ω 自由

自由とは、もっとも抽象的に考えるならば、人間が外在

的な事象によって妨げられあるいは外在的な事象に発す

る原因と結果の系列のうちに拘束されるのではな く、自

らの内から原因と結果の系列を始めそれを貫徹すること

ができるということのうちにある、と言えよう♂3)換 言

すれば、自由とは、人間が自らの自然の欲求ないし意識

的な要求によって自発的にその精神的肉体的な諸力諸資

質を発現させうる可能性のことである、さらに簡潔に言

えぱ、 自由とは自発的に人間性を発現させる可能性のこ

とである、と言えよう。'

自由は、人間性の発現の可能性なのだから、これがす

べての人間にとって不可欠なものであることは言 うまで

もない。すべての個人の尊重を根本理念とする民主主義

に基づ く人権宣言や憲法がこれを何よりも重視するのは

当然の ことである。レかし、その際、自由は、これをす

べての者に保障しようとする民主主義の要請によって当

然の規制を受ける。1789年 のフランス革命の 「人および
　 　 リ コ つ 　 　 　 り

市民の権利の宣言」で 「自由とは、他人を害しないかぎ
　 ロ

りで、すべてのことをなしうること,にある」(第4条)

とされ、日本国憲法において 「すべて甲民は、個人 とし

て尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の
　 　 　 　 ゆ 　 　 　 　 　 　 　

権利については、公共の福祉に反しない限 り、立法その

他の国政の上で、最大の 尊重を 必要とする」(第13条)

とされているのがそれである。

近代民主主義とこれによる憲法は、すべての人間の自

由を最大限に保障 しようとす るものではあるが、それは

他の人々を害することを省みない 「自由」までも容認す

るものでは ない。 何が 「他人を害する」 ことであるか

は、社会的、歴史的、理論的に明らかにされなければな

らないとしても、他の人びとの基本的な人間性を害する

ことが明らかになった行為は、民主主義の憲法の保障す

るところでないのは当然である。そして他人を害 して省

みない者が おりこれを 抑制する手段がほかに ない時に

は、むしろ、そのような行為は法によって禁止されるこ

とが望ましくさえあり得よう。

この論理は、教育についてもこれを例外とするもので

はないであろう。わが国の戦前の軍国主義教育、皇国史

観に基づく極端な国家主義教育等は、他国の人ゲとのみ

ならずわが国の国民自身をも害するものとしてこれを改

めるべきことが戦後広 く社会的に確認され、その反省の

うえに憲法、教育基本法の教育理念が確認された。した

がって、軍国主義教育・極端な国家主義教育の「自由」は・

憲法や教育基本法が保障するはずの 「教育の 自由」に含

まれないことは確かであって、そのような教育をどう扱

うかは主権者国民に留保されているところであろう。

@法

川崎武夫氏によれば、 「法 とは、 それが存立する全体
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社会の社会機構によって承認され、その社会の成員に対

して、庫接または間接の強制可能性によって実効性を保

障せ られる実定的 社会規範の総体である」、と定義され

る♂4}こ こで 「全体社会」とは、「部分社会、社会集団、

社会関係等を包摂し、それ自体として独立して存立しう

る社会」(5)を意味するとされている。現代国家は、これ

にあたると考えて問題ないであろう。そして次のように

述べ られている。 「その社会の一般成員の承認は不必要

とするも、その社会のソーシャル ・エーゼンシイによる

承認(サ ンクション)こ そが法の概念規定の決定的契機

と考える。慣習法や社会 自主法はその発生、存立の基盤

は、あるいは部分社会や単なる社会集団や特定の階級や

階層や職能団体であ りうるが、それが法たるためには、

そうした部分社会を包摂し、それ 自体として独立 して存

立しうる全体社会のソーシャル ・エーゼ ンシイによるサ

シクシ ョンが存在することによって、法となると考え ら

れる。」「習律や実定道徳規範も、心理的もしくは物理的

に社会において事実上強制力を有することは何人も否定

しえない。」「法規範を単に、外面的規範であるとか、強

欄的規範 であるとか、 と規定する ことには賛成 しえな

い。外面的であるとか、強制的であるとかは、比較もし

くは程度の問題であって、多かれ少なかれ、他の社会規

範 もこれを有しているからである。」(傍 点、 本文)。 こ

こで、「サンクシ ョン」は、「承認」「許容」「批准」の意

味であるとされている。㈲

つぎにく国民主権主義に基づ く法律の観念の最も基本

的なところは、・1789年のフランスの 「人間および市民の

権利の宣言」の次の諸条文によって明らかであろう。σ)

第1条 人間は、 自由でまた権利において平等なもの

として生れ、生存する。社会的差朋は、共同の利益

にのみ基づいたものでなければならぬ。

冤第2条 あら幽る政治的結合の目的は
、人間の自然で

時効にかからぬ諸権利を保全することである。 これ

らの権利は、自由、所有、安全および圧制への抵抗

である。

第3条 あらゆる主権の原則は、本質的に国民に存す

る。いかなる団体 も、いかなる個人も、国民から明

示的に派生しない権威を行使できない。

第4条 自由とは、他入を害 しないことはすべてなし

うることに存する。 したがって、各人の自然権の行

使は、・社会の他の構成員に対 しこれらの同じ権利の

享有を 確保する ところの 限界以外の 限界をもたな

い。 これらの限界は法律によってのみ決定される。

第5条 法律は、社会の有害な行為でなければ禁止す

る権利はない。法律によって禁止されていないすべ

てのことは、阻げることができず、また何人 も法律が

命 じていないことをなすよう強制されることはない。

第6条 法律は、一般意志の表現である。すべての市

民は、彼 ら自身でまたはその代表者を通じて、その

作成に協力する権利をもつ。法律は、保護する場合

でも、処罰する場合でも、すべてのものにとって同

"で なければならない。(以 下省略)

以上の中で、教育の自由や教育における権力、とくに

国家権力 との関係が問題であるここでは、、次の諸点がと

くに重要であろう。すなわち、法律は主権者国民の総意

の表明であり、国民は自身でまたは代表者を通 じてその

作成に参加すること、法律は社会に有害な行為でなけれ

ば禁止し得ないこと、法律によって禁止されないことは

各人が 自由に行いうること、何人も国民の主権、あるい

は国民の 総意の 表明としての 法律にもとつく以外に個

人、団体等に従 うようには強制されえないこと。

また、近代民主主義のおける自由と法の関係について

は、ジ ョン ・ロックが次のように明らかにしている。

「社会における人間の自由は、 同意に よって国家内に

定立された立法権以外の立法権の下に立たないことにあ
の の 　 の サ 　 　 サ 　 り 　

る。…∴政府の下にある人間の自由とは、その社会の誰

にも共通な、そしてその中に立てられた立法権によって

作 られた、恒常的な規定に従って生きることにある。規

定が何も定めていないところでは、一切の事柄について

自分 自身の意志に従い、そうして他の人間の流動不定、

不測で勝手な意志には従属しない自由の ことである。」(8,
　 　 　 　 　 　 り

「法の目的は、 自由を廃止または鰯限するのではなく

て、それは保持拡大するにある。法にしたがう能力をも

の の 　 の ロ

っている生物にとっては、どんな場合にも、法のないと
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ころ、また自由もないのだから。自由とは、他人による

制限および暴力か ら自由であることであるが、それは法

のないところにはあり得ない。」(9)

このようなロックの所説によれば、国民は自ら立法に

参加して作ったしかるべき法にならば従 うことによって

自由を失 うのではな くむしろ自由を保持拡大するのであ

る。 このような考え方は教育は教育法の適用対象ではな

いとして、人間の教育活動を法の外におくことによって

教育における人間の自由が保障されるかのように説 く兼

子氏の所説(本 節冒頭の(b')、(g))と は結びつかず、

むしろそれを否定 しているのである。

の 人権

人権について、ベイは、次のように述べている。

「人権 とは、源 則 としてすべての人間にたいして擁護

される自由の要求である。」q°,

「人権 とは、 ある人の要求する 自由であり、所与の社

会や他の社会内での、それに比較できるような自由や、

または、もっと基本的な自由を縮減することなく、その

社会内のすべての個人へと拡大できるような性格をもつ

ものである。」`11,

人権の本質を的確に指摘したものと言えよう。基本的

人権とは、このような人間の自由としての人権のうち、

文字どおり最も基本的なものといえよう。

法的な意味では、人権なり基本的人権な りは、それが

前述の川崎氏のいう 「全体社会の社会機構」によって承

認されて実効性を有する 「権利」であることを要する。

権利の本質については、今日の多数説は権利法力説で

あって、それは 「権利は、一定の利益の享受を可能にす

るための法上の力(rechtlichMacht)で ある」とする、

といわれている。q2)「法令用語辞典』も、「権利」 につ

いて、 「一定の利益を自己のために主張することができ

る法律上保障された力」であると述べている。q3)

また、赤坂昭二氏は、権利法力説を一応視野においた

うえで、次のように説いている。 「現代の個人主義的法

制が、権利本位の体系のもとに個人に権利を付与す るゆ

えんのものは、個人人格の尊重にあるのであるから、権

利の本質といえば、個人 の人格であり、制度的にはこの

人格に与えられた 「法的地位(Rechtslage)・ すなわ

ち、一方が他方を拘束 しうる(dUrfen,Anspruchと

Klagrecht)地 位とみるべきではなかろうか。権利能力

(Rechtsfahigkeit)と は、 権利 ・義務の主体 となりう

る法律上の地位(民 法1条 の3)と いわれるゆえんであ

る。」q4,

いずれにせよ、権利 とは、少なくとも、ひとりの人間

が他の人間にとって精神的 ・価値的な影響力をも含めて

無視 し得ない影響力を もった存在であ って、この存在が

他の人々のあ り方、行動の しかたを規定することが正当

であると認められるときに成立する法上の観念で ある

といえよう。

つぎに、人権については、その基本的な観念は次のよ

うに謳われているところに明らかである。

「すべて人は生来ひと しく自由かつ独立 しており、 一

定の生来の権利を有するものである。」(1776年 のヴァー

ジニアの権利の章典){15)

「人間は、 自由でまた権利において平等なものとして

生れ、 生存する。」(1789年 のフランスの人権宣言第1

条。前掲)

「すべて人間は、生れながら自由で、 尊厳 と権利とに

ついて平等である。」(1948年 の 「人権に関する世界宣

言」q6)第1条)

本質的に、人間として生まれたすべての者に認められ

る権利が人権である。

人間の自由は、このような人権の体系の全面的な実現

のうちにあるということができよう。q7⊃

目 権力

つぎに、権力とは何か、を考える。権力 といっても、

通常、教育法学や教育行政学では、さしあたり、国家の

権力、あるいはやや広げて、地方公共団体のそれを含め

た公権力が念頭におかれるであろう。 しかし、教育の国

民主権主義を問題 とする時には、公権力は当然問題であ

るが、敢えて、権カー般から考える必要がある。なぜな

ら、一つには、教育における国民個 々人の自由を最大限

に保障しようという観点からは、国家権力ないし公権力
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に限らずあらゆる社会的な権力による自由の不当な抑圧

を鉾除 することが 問題であるか らである。 いま一つに

は、既述のように、国民主権主義は国民の主権と法に基

づ 《以外にはあらゆる個人、団体が他人を強髄すること

を認めず、また、国民の個々人のすべてが事柄の性質に

慮じて可能な限 りで現実に国家の権力の行使者たること

を要請するものであるが、そのように広汎な人々によっ

て拠われる国家の権力というものは、従来、 しばしば単

純化されて言われできた軍隊や警察や宮僚のカを患い浮

かべるだけでは済まず、それらを閥題とするにしても、

その裸本に一人ぴとりの人間がもつ他人に対する影響力

その ものφようなものから考える必要があると思われ、

そしてこと教育に関しては、なおさらそれが必要と思わ

れるからである。

さて、 「もっとも広義において 権力 とは他の入間(個

人またな集団)の 所有ない し追及する価値の剥奪 もしく

は剥奪の威嚇を武器としてその人間の行動様式をコント

ロ憎ルする能力である」(丸 山真男)㈱ といわれる。あ

るいはまた、 権力とは、 「或る者が一定の個入ないし集

団を 良己の意思に従 うべ く強制しうる力。それは一定の

秩序によって組織 されたカであ り、このような意味での

権々はすべての組織体に存する」㈲ と言 われる。 権力

は 陣 制」を 含んでいる。 〔強鰯」 とは、 「相手方 をし

て一定の作為または不作為の態度をとらせるため、物理

的もしくは心理的圧力を加える 目的活動」伽)と 言われ

る。あるいは、「『強制的な権力』とは、 もし他の人にと

って、服従がその人がつよくもっている他の意図の放棄

を意味するならば、現実的な、あるいは予期される裁定

の結果 として、 これらの人びとに服従行為をさせること

によって、 価値を 達成ないし増進する個人の能力であ

る」⑳ と言われる。

以上により、少 くとも、権力 とは、人間ないしその集

団が他の人聞ないしその集団の追求する諸価値の剥奪も

しくは剥奮の威嚇をすることによって、前者の価値実現

に後者を従属させるものであるといえる。権力の概念に

は、人間の意思の対立、人間の追求する価値の対立、価

値の放棄、価値の放棄の強制ないし価値の剥奪が内包さ

れている。(22}

このような、おそらく最広義の`23)、 権力は、複数の

人間の意思あるいはその追求する価値が予定調和するも

のでない以上、すべての組織体のみな らずすべての入間

の共同生活の場に存するといえよう。権力の存在そのも

のの是非が問題ではな くて、権力の質、すなわち権力に

よって実現される価値あるいは逆に放棄ないし剥奪され

る価値が人間の本性 ・人間の尊厳に即じたものであるか

否かが問題 となるといえよう。

教育についても、その最小単位として、教育者が被教

育者の活動を指導 ・援助し、被教育者がその影響のもと

で成長 ・学習 ・発達するという直接の人聞的 ・人格的接

触 ・交流の関係を考えるならば、 この関係は、 本質的

に、相互の信頼と愛情を前提としそれぞれの自主性ない

し自発性に基づいて両者の意思 ・両者の追求する価値の

一致するところを基本 として成立するものであるから
、

これがおよそ人間関係の中で最も権力性のうすいもので

あるということはできる。 しかし、 この関係においてさ

え、権力の要因を全面否定することはできない。子ども

の自然に待つだけでは子どもが現代の文化的生活の主体

へ と育つ ことは期待 し難い。恣意に任せれば子どもは甘

い物ばか りを欲 しが り、テ レビに没頭 し、放置された子

どもの集団は弱肉強食の世界を形成 しがちである。子ど

もの自発的人間性に依拠しなが らも、人間の尊厳 ・個人

の尊重、民主主義と平和を中心とする現代の文化的価値

によって、これに反する子どもの自然の性向を最小限の

強制を含めても抑制する必要があることは否定しえない

であろう。

つぎに、権力を含む関係一般 とは区別 されるものとし

て、その特別の形態としての 「支配関係」の概念が区別

されなければならない。これについては、脇圭平氏によ

り、次のように述べ られている。

「Aと いう人間あるいは人閥集団がBと いう人間あ

るいは人間集団にたいして多少 とも継続的に優越的地位

にたち、そのことによってHの 行動様式behaviorpat-

temを 継続的かつ効果的に規定するばあい」、AとB

のあいだには 社会的な 「従属関係」 が成立 している。
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「支配関係」とは、かかる従属関係のうち、AとBと の

「利益志向の対立性」が 基本的となったものである。 従

属関係のうちで支配関係と対極をなすものが「権威関係」

であり、そこでは、教師と生徒の間に典型的にみられる

ように、「利益志向の同一性」が基本的である、`24〕と。

ここでいう従属関係には、Aの 権力によるBに 対す

る直接 ・間接の強制が含まれていると考えてよいであろ

う。また、 「利益」 を 「価値」と言いかえてもここでは

よいであろう。結局、価値の対立を含んだ権力のある人

間の関係一般のうち、そこにおいて価値の対立が基本的

なものが支配関係というわけである。

国家に おける教育の 自由と権力の 問題は、基本的に

は、教育におけるこの意味での支配の問題であろう。憲

法第89条 は、 この意味での 「公の支配」に属しない、す

なわち、民主主義と平和等に基本的に対立する教育の事

業に公金を支出することを禁じており、教育基本法第10

条第1項 は、 この意味での 「不当な支配」すなわち憲法

・教育基本法理念に基本的に対立する価値に基づ く支配

を教育から排斥していると考えられる。

③ 公教育における権力の存在事実と国民主権の

必要性

以上の考察を前提として、つぎに中心問題である公教

育における権力の問題を考える。

今 日のわが国の公教育学校は、教育基本法第6条 第1

項、学校教育法第2条 により、原則として、国、地方公

共団体、学校法人という組織体が設置することとされて

いる。それゆえ、公教育における権力の問題は、これら

の組織体の 「機関」の 「権限」の問題として考える必要

がある。

「機関」とは、「法人の意思決定をする地位にある自然

人若 しくは組織体又はそれを補助する地位にある自然人

若しくは組織体をいう」㈱ と言われる。

また、「権限」とは、「国、地方公共団体、各種の法入

又は個人の機関(又 は代理人)が 、法律上、契約上、そ

れぞれ、その与え られた、又はつかさどる職務の範囲内

において、することのできる行為若しくは処分の能力又

は行為若しくは処分の能力の限界若しくは範囲を表わす

語である」⊂26,とされている。

国、地方公共団体、学校法人の機関が法律あるいは契

約に基づ くその権限の範囲内において当該団体の意思を

決定し又はそれを補助するものとして、前述の意味での

「権力」 を分有するものであることは 明らかであろう。

以上のことをより具体的に公教育学校にあてはめて考

えてみる。まず、国立学校は、国家行政組織法第8条 で、

同法第3条 で 定める国の行政機関に お くことが できる

「附属機関その他の機関」の一つとしての 「文教施設」に

位置づけられており、文部省設置法第16条 で 「国立の学

校その他の機関」として規定されている。公立学校は、

地方教育行政の組織および運営に関する法律第30条 で、

図書館、博物館、公民館等と並べて 「教育機関」のうちに

位置づけられている。国立学校、公立学校いずれも、既

存の 「行政機関」とい う言葉を最広義に用いればそれが

現行法上 「行政機関」に含まれると言えないこともない

か も知れない(国 家行政組織法1条 、3条 、8条 、地方

自治法156条)が 、 教育法学的には不適当であろう。現

行法上、国、公立学校は、上記のようにすでに一般の行

政機関とは異なった性格をもつものとしてそれらと区別

されており、 しか もその設置は、F法 律の定めるところ

による」と明記 されており(文 部省設置法16条 、地方教

育行政の組織および運営に 関する法律30条)、 具体的に

は、学校教育法、国立学校設置法、公立義務教育諸学校

の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等直接、

主権者国民の代表議会で定める法律によることが原則と

なっているからである。国、公立学校は、国、地方公共

団体の 「行政機関」 というよりは、 地教行法 にもある

「教育機関」 と呼ぶのが適切であろう。 いずれにせよ、

国、公立学校は、それらの団体の、公教育活動を担う「機

関」であることは明瞭である。私立学校についても、学

校は、学校教育法、私立学校法等の法律の規制に従うこ

ととされており、学校そのものが、学校の設置者たる学

鰹法人の一般的な意思決定機関か らは相対的な独立の権

限を有する組織体であ り、法人の機関としての性格を も
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つことは明らかであろう。そして、組織体としての学校

の権能ないし権限は、より具体的には学校教育法第28条

等の法律の定めるところあるいは慣習法 として成立して

いるところにより校長、教諭その他の教職員の権限とし

て、あるいは教授会 ・職員会議の権限として担われてい

る。

以上に述べてきたように、・広義の(そ してそれは厳密

な意味での、と考え られるが)権 力や強制は、教師と生

徒の間にさえ含まれており、まして統一的組織体として

の公教育学校におよそ権力が機能していることは否定で

まない。 とくに、国、地方公共団体、学校法人の機関と

しての教職員がその与え られた権限の範囲内において法

人組識の意思を決定しあるいはこれを補助するものとし

て権力を行使していることは否定できない。そして、現

代資本霊義社会においては、国民の間に経済的な利害の

対立が 基本的に存することも反映して、 人々の教育意

思、その追求する教育的価値の対立も厳しいものを含ん

でいるか ら公教育において公的あるいは私的な権力の果

なす役罰 も大きなものとなっている。それだけに、公教

.育において存在する権力が、国民ないしは入類がその歴

史をもって獲得レた価値である平和、.民主主義、真理等

に背く、一部の 人々の 利己主義的な かっこつきの 「自

曲」を実現するためにではなく、すべての個人の人間性

の実現としての、平和、民主主義、真理等の価値に沿っ

た、ゴ「教育の畠由」 を守 り発展 させるものとして機能す

るようにすることこそ重要である。そのためには、教育

に関しても、国毘主権主義に基づく人間の本性の民主主

華 的馨展に沿った法が形成 され、これに従 った国家の権

力によって、 これに反する不当な 権力に よる支配が抑

側∴撫除ないし克服されなければならない。そして、公

教育において不当な支配を為しかねない権力が存在 しそ

れを避けるために正当な公権力が存在しなければならな

い以上、.守 られるべき葭由、人権の基準としての、また、

権力 と権限の行使の墓準としての法が教育にも適用され

.るべきは当然のことと考えられる。

以上により、添節 冒頭の、教育そのものは教育法の適

期対象ではないとする兼子氏の所説((9})は 、これを肯

定できないことは明白である。また、教育は非権力的作

用であるとする兼子氏の所説({fDは 、その 「非権力的

作用」という用語が行政法学独特のもの とも思われその

正確な概念の究明の余地はあるとして も、前記のように

公教育学校の教員の権限は国民主権に基づ く法によって

守 られるものとして国家の公的な権力をその うちに含ん

でいる以上、現行教育法原理上、教育が文字どおり非権

力的な作用であるということを述べるものとしては、成

りたたない ものであることは明白である。所説(b')に

ついても同様である。

今 日の公教育が権力を内包していること、教育そのも

のにも法が適用される縛きζとは、前記のようにこれを

強固に否定している兼子氏が、他方では、事実上、その

所説の別のところでこれを認めていることによっていっ

そう明らかである。 このことを以下に示す。

まず、公教育における権力の問題から述べる。

兼子氏は、現行教育法の基本原理として 「学校教師と

その集団は公教育組織内において自治的権限としての独

立な 『教育権限』を保障されている」と述べている(27

3・4頁)。 そして、より具体的に各教師の権限として授

業内容編成、 教科書 使用裁量、 補助教材選定、 教育評

価、生活指導、生徒懲戒等を挙げ、学校ないしその教職

員集団の 自治的権限 として 教育課程編成、 教育校務分

掌、学校教務措置の決定、生徒等にたいする懲戒処分を

挙げている(416～35頁)。 このような公教育学校活動に

必要不可欠な業務が各教師の独立権限および学校ないし

その教職員集団の自治ないし自治的権限として認められ

るべきことは大略同氏の説 くとおりであろうが、これ ら

が 自治あるいは権限として認められねばな らず、自治に

せよ、権限にせよ、これにあずからない他者の干渉を排

除して主体の意思の貫徹を強制する限りにおいて少な く

とも権力を内包 していることは明らかである。

また、国公立学校についてその学校設置者たる国 ・地

方公共団体が 「公教育の教育主体」として教育権を有す

るのであって機関にすぎない教師に教育権はありえない

という相良惟一氏 編著 『公教育と国の 教育権』の所論

(8、16～8、83・4頁)を 批判して、兼子氏は次のよ
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うに述べている。 「学校設置者たる法人としての国 ・地

方公共団体の権能を簡単に一括して語ることにそもそも

問題があり、それら学校設置者法人の権能の うち教育外

的事項については教育行政機関が代表的決定権を持ちう

るが、'教育活動たついては教師こそが国 ・地方公共団体

の代表機関として決定権限を有するのだという筋が存す

るのである、」(218頁 〉。・決定権限の所在が争われるとこ

ろで、教育活動について教師が法人としての国 ・地方公

共団体の 「代表機関としての決定権限を有する」のだと

したら、そのような教育活動にはこれらの公的な団体の

権力が内在していることは明らかである。

さらに、兼子氏は、公教育学校における職員会議の自

治に属すべき前記(b如 き教育事項 について、 「時期に即

して全校的に一通りに決定せざるを得ない事項について

やむを得ない場合に限る」とはしているが、職員会議に

おいて 「多数決」 が行われることを容認している(455

頁)。 これは、 学校 といえども教育活動を行な うについ

て組織体としての統一が必要 とされる限 りそこに最小限

にせよ権力が必要なことを認めているものである。

なお、兼子氏は、国公立学校の教育活動事故に国家賠

償法1条1項 を適用すべきことを主張し、その際、同項

の規定する国又は公共団体の公務員による 「公権力の行

使」を、r本 質的に 民法にな じむ私経済的行政(経 済取

引的な現業行政)を 除いた非権力行政をふ くむ公的行政

活動すべてを指すものと広義に理解し、非権力作用たる

学校教育活動もそれに含まれていると解する」 「行政救

済法上の 『公権力の行使』は救済要件として形式的な概

念である」 と述べている(515～518頁 。 引用は ともに

517頁)。 しかし、いかに 「広義」にせよ 「形式的」にせ

よ、一方では国公立学校教育活動を 「公的行政活動」あ

るいは 「公権力の行使」とし、他方では 「教育の非権力

性」を説 くだけでは論理的に充分明確でなく、広狭二義

の権力(の 行使)な り行政なりのそれぞれの意味が明確

にされる必要があろう。そうでなければ、教育は 「非権

力作用」だと述べても、それは広義では権力の行使だと

い うことで あれば、 意味不明 となってしまうか らであ

る。

また、兼子氏は、公教育 としての私学教育および社会

教育に対する助成 との関連で、憲法第89条 の 「公金その

他の公の財産は、……公の支配に属しない……教育……

の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供しては

ならない」との規定について、 「憲法26条 と調整的 ・体

系的に解釈された場合、89条 後段が助成を認めるr公 の

支配に属する教育事業』とは、国家の積極的条件整備を

うけて しかるべき公教育活動を 指すものと広 く解され

る」と述べている(243頁 、傍点原文)。 同氏は、憲法第

89条 の規定が憲法第26条 の規定および同氏所説の 「国民

の教育の自由」 との間に矛盾を 有している としたうえ

で、89条 の 「調整的縮小解釈」としてかかる解釈を述べ

ているが、それにして も公教育活動そのものが 「公の支

配」すなわち憲法等の法規範に基づ く公権力による支配

を受けていることを認めているものである。

つぎに、兼子氏の所説が、前記の如 くその一方で教育

そのものに対する法の適用を否定 しているにもかかわら

ず、他方では教育そのものに対する法の適用を認めてい

ることを以下に示す。

その一つは、既に述べた 「人間教育の法的確認」とい

う同氏の所説(195～9頁)、 とくにその うちの次のよう

な記述が見られることである。

「現行教育法上、教育は子どもの 学習権を保障してい

かなければならないという原理の存することが、すでに

判例の 解釈にもなっている。 こんにちの 人間 教育は、

"人権をふまえた教育"で なければならず
、とりわけ子

どもの人間らしい成長 ・発達の保障にかかわる学習権と

いう 『教育人権』P(教育特有な人権)を 実現 する働きで

あることが要請されている。」(199頁)

これが教育の内容を含めて教育そのもののあ り方を法

が規定する ことを 認めるもので あることは 明白であろ

う。 しかも、 既述のように、 この 「人間教育の法的確

認」は同氏の説 く 「現行教育法の基本原理」の端緒とし

ての重要性を与えられているのである。

二つには、兼子氏は 「現行教育法の基本原理」の一つ

として 「父母の教師 ・学校に対する教育要求権」を説 く

中で(第3章 第2節)、 次のように述べていることであ
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「親の教育要求権には学校 ・教師の 違法な教育権行使

の是正を求めるというかぎりでは請求権が含まれている

はずであるか ら、やむをえない最後的手段としては、親

が学枝の違法教育の是正を求める訴訟を提起することも

ありえよう。」(302頁)

もっとも、ここで兼子氏は、,「親 ・父母が教師に対 し

て一定教育内容の請求権まで持つことは、教師の自主的

な教育内容決定権と矛盾する」'(3⑭1頁)と述べており、

一定め教育内容を前提としないで何をもってある教育を

違法 とし何をもってその是正の基準としうるのか、この

点岡民の所説には 納得できない。 しかし、 いずれにせ

よ、 ここでは、教育そのものが違法、適法の問題として

法の適用藩象であり{法 の強制力によって是正されるべ

き法の適罵対象であり得 ることが認められている。

三つには、以上 と関連 して、兼子氏が教育法を 「条件

整備 的教育法」「自主性擁護的教育法」「創造的教育法」

の 「機能的三種別」に分類 し、 このうちの 「創造的教育

法ゴについて次のように述べていることであるb

「1970年代に 入 つて以降、 わが国教育界において内的

教育法の新生面が拓かれつつある。"教 育の内容を良く

してい く教育法"と いうべきものがこれで、子どもの人

閥的な成長発達の権利(学 習権)を 保障していく父母 と

教師の:教育権のあり方というように、教育的間題に人権

・権利め観点から取 りくんでいる。教育法の内面的な働

きをよりよい教育つ ぐりに役立でようとするもので、 こ

こに第三の種別をなす 『創造的教育法』が登場する。 こ

れはぜ教育の自圭性をふまえつつ教育の専門性を高めて

いくための法であるがら、なるべ く学校 ・地域などの教

育社会において自律的に形成される法であることがのぞ

ましく、後述する教育慣習法(教 育関係者にとっっての

.行為規範)が をれにふさわしい形態であろう。それを判

例法(裁 判規範)化 することは最後的場面 と考えたいが、

親や学生生徒が学校教師の教育権行使を争ってその違憲

・違法性を裁判判決によって確認せしめたような場合に

は{『教育是正的教育法』・として 機能することもまた否

あ ないところであろう。な お、 このような創造的ないし

教育の自由と国民主権(上)

教育是正的な教育法は、教育の内容面にかかわる法では

あるが、法である以上あくまで、良い教育条件づ くりの

制度的条件を固めようとするものにほかならないと見 ら

れよう。」(19・20頁)

ここでは、明確に国家機関たる裁判所φ権力による強

制を伴なう 「教育是正的教育法」の教育への適用が容認

されている。しか も、ここでは、最後的場面においてこ

のような 「教育是正的教育法」として機能 しうる点で法

としての実効性を有する 「創造的教育法」の 生球が、教

育の内容、教育そのもののあり方にとって好ましいユ970

年代の傾向として述べ られているのである。

第3節 国民の教育の自由

今 日の公教育に事実として権力が存在 しておりそれゆ

えに国民主権主義が公教育においても実現 される必要が

あるとすれば、次には、教育 という事柄の性質に即した

その内容をより具体的に解明すること、また、そのこと

によって 「教育の国民主権主義」が現行教育法の基本原

理であることを否定 している兼子氏の所説をより具体的

に批判することが課題 となる。

その課題の第一は、既述のように、公教育が主権者国

民のものであるということ、公教育の権威の源泉が国艮

であるということが現行教育法の基本原理であることを

明らかにすることであるが、 これは、まず何よりも、国

民の教育の自由とは何かを明らかにすることである。な

ぜなら、権威とは権力の行使を優越的に方向づける価値

と考え られω、公教育における権力の行使を優越的に方

向づける価値の源泉が一人ひとりか らなる国民の総体で

あるということは、まず何よりも、公教育における価値

の実現が国民一人ひとりの 自主性、 自発性に基づ くべき

ことを要請し、それはとりも直さず国民の教育の自由の

要請だからである。教育における国民主権ないしは教育

についての国民主権とは、このような国民一人ひとりの

教育の自由が国家的広がりにおいて統合されたものであ

り、教育における住民自治権 とは同じく住民一人ひとり

の教育の自由が地域的広がりにおいて統合 されたものと
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いえよう。

α)憲 法上の自由としての国民の教育の自由

教育の自由について、兼子氏は、次のように 「文化の

にない手としての国民の教育の自由」ということを説い

ている。

{h)「 国民の教科書作成の自由や私学設置の 自由に見

られるとおり、親 ・教師という子どもに直接する教

育権者以外にも、ひろく国民個人個人がしかるべき

ルー トで子どもたちの教育に参加していく自由を有

していると解される。」(211頁)

{i}「 国民が子どもたち一般の 人間教育に参加 してい

くことは,い かに広い社会性を示 していようとも、

近代憲法下ではあくまでも人間社会の文化的活動に

ほかならず、主権者国民による政治的活動 ・参政行

動とは別であると見なければならない。歴史上は大

いに政治的 ・国家的に利用されてきた教育の超個人

性 ・社会性も、近代憲法下では人間社会の文化を再

生産していくというそのr文 化性』として捉えられ

るのでなくてはならない。そしてそこには、あくま

で国民個々人の自由な活動の結果が全体 としておの

ずから一定の社会的まとまりを示すという、近代人

間社会における 『文化』(精神文化)の 特質が かか

わかっている。……憲法学上 『精神的自由権』 と捉

えられてきたもののうち、思想の自由 ・信教の自由

・言論出版の自由 ・学問の自由(日 本国憲法19・20

・21・23条)な どは、国民個々人の自由であるとと

もにその行使結果がおのずか ら人間文化としてのま

とまりを示す ものと期待されるようなr文 化的自

由』にほかならない。一般国民の教育の自由も、ま

さに文化的自由の一種 と解 されるのであって、その

主体はr文 化のにない手』 としての国民個々人であ

ると見られる。」(212頁 。かっこ内は原文)

㈲ 「国公立学校を含めて 文化活動としての教育の内

容決定に参加できるのは、文化のにない手 としての

国民個々人なのであって、それは法的に、政治に参

加してい く主権者 ・参政権者としての国民とは区別

されていなければなちない。」(212頁 。再掲)

(」}「日本国憲法は、 他の文化的自由と異なってr教

育の 自由』を明記していない。……がんらい自由権

は憲法の明文条項が無 くて も、歴史上、また人権保

障の条理解釈上にうらづけの 有るものは、 『憲法的

自由』として憲法で保障されているものと解されう

るのであって、 日本国憲法も 『国民は、すべての基

本的人権の享有を妨げられない。』と書いて(11条)、

その趣旨を確認している。そこで、私学設置や教科

書作成などに関する国民の教育の自由は、全体 とし

ては明文条項のないr憲 法的自由』に該当するもの

と考えられよう。」(218頁 。かっこ内は原文)

以上に明らかなように、兼子氏の所説においては、一

般国民個々人が教育の自由を有していることが確認され

ているとともに、そこでは、 教育の 自由は、「自由権」

に含まれるもの、その うちでも 「精神的自由権」に含ま

れるもの、さらに、そのうちでも同氏所説の 「文化的自

由」に含まれるものとして捉えられており、その根底に

は、教育は精神文化の再生産であり、それ 自体 も精神文

化に包摂されるものであり、非政治的 ・非国家的なもの

である、との教育本質認識がある。

このような 兼子氏の 所説については、・まず、 これが

親、教師等の子どもに直接する者に限 られない一般国民

個々人も公教育の自由を基本的人権としてもっているこ

とを確認していることを高 く評価すべきである。

国民の教育の自由について、教科書検定不合格処分取

消請求訴訟控訴審(い わゆる杉本判決の控訴審、東京高

等裁判所第山民事部、昭和45年 行コ第53号)に おいて、

控訴人文部大臣は次のように述べている。

「国家の干渉から守られるべき個 々の 国民の自由権的

な教育権」 という意味の 「国民の教育の自由」は、「憲

法に定められていない。」(昭 和46年1月18日 、第1準 備

書面)。「国民の教育の 自由は、親が 自己の保護する子ど

もに対し教育をすることを妨げられない自由を意味し、

他人の 子どもを 教育する権利まで 含むものではない。」

(同前)。「公教育においては、 教育の私事性 と同義をな,
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す 『教育の自由』はもともと問題 となる 余地がない。」

(昭和46年5月 泌 日、第2準 備書面)(2)。

この文部雀の所説によれば,一 般国民の公教育の自由

は、1憲法上の権利としては、 「自由権的」な 基本的人権

として認められていないというのである。

また、いわゆる最高裁学 テ判決(旭 川市立永山中学校

学力調査事件 〔昭和43年(あ)第1614号 〕に対する大法

廷判決、昭和51年5月2畑)は 、教育の自由と国の教育

内容渓定権能に関して次のように判示している。

謀親の教育の鶴由は、 主として 家庭教育等学校外にお

ける教育や学校選択め自申にあらわれるものと考え られ

るし、ワまた、私学教育における自由や一一教師の教授の

自由も、それぞれ限られた一定の範囲においてこれを肯

定するのが相当であるけれども、それ以外の領域におい
'
ては、一般に社会公共的な問題について国民全体の意思

を組織的に決定㍊実現すべき立場にある国は、国政の一

部 乏して 広 く適切な教育政策を樹立、 実施すべ く、 ま

た、 しうる者 として、憲法上は、あるいは子ども自身の

利益の擁護のため、あるいは子どもの成長に対する社会

公共あ利益と関心にこたえるため、必要がつ相当と認め

られる範囲において、教育内容について もこれを決定す

る権能を有するものと解さざるを得ず、 これを否定すべ

き理由 ないし根拠は、 どこにもみい だせない のであ

る。」{3)

この最高裁 学テ判決によれば、 憲法上の権 利として

は、教育の自由は∀親、教師、私学関係者等の一定の者

のそれぞれ限 られた範囲のものとしてのみ認められ、そ

れ以外の領域においては国民の教育の自由はな く、そこ

では国の教育内容決定権能がもっぱら機能するとされて

いる。

しか じ、すべての個人の尊重を根本理念とし平和ど自

由を保障寮憾く周撮主権主轟を採用した日本国憲法は・

願の権能の及ぶ全範囲にわたって個入の尊重に基づく国

民個々人の実質的な自由を法的に保障するはずのもので

南る?そ れゆえ、公教育においては個々の国民の教育の

自由の余地はないζ述べ国会の議決によるならば公教育

内容決定への国の干与には原理上の限度はないという結

論を導 くこととなる上記の文部省の所説や、教育の直接

的関係者たる国民の自由ない し基本的人権の及ぼない広

範な領域がありそこに国の教育内容決定権能があるとす

る上記の最高裁の判示は、憲法にしたがう限り、到底認

め られないものである。(4)

わが国の文部省の主張や最高裁判決がこのようなもの

であるという状況のもとで、兼子氏が前記のように教科

書作成の自由や私学設置の 自由を含めて、親や教師以外

の一般国民個々人も自由権としての教育め自由を有する

ことが現行教育法上認め られるとしていること、しかも

国民の教育の自由は公教育内容決定にも貫かれなければ

な らないとしていることは、現実に国民の教育の自由の

保障 ・拡大をはかるうえで重要な役割を果たすものであ

り理論的にも意義がある。

しかし、兼子氏の所説によれば、一般国民個々人の自

由が 自由権としての教育の臼由に限 られ㍉しかもその主

体たる 「文化のにない手としての国民」は 「主権者 ・参

政権者としての国民」とは法的に区別されるとして教育

内容決定を含む教育活動そのものに主権者、参政権者国

民が関与することが排除されるが、これには同意できな

い。

まず、一般国民の教育の自由が、このような非政治的

な自由権にのみ限られなければならない必然性は明らか

ではない。 この点 と関連して、 兼子氏は、 既述のよう

に、教育の 自由を近代社会における精神文化の特質から

「文化的自由」として とらえているが、 近代め精神文化

の特質が なぜに兼子氏の説 くような 非政治的な、「その

行使結果が おのずから人間文化としての まとまりを 示

す」ものでなければならないのかは明らかではない。た

とえば、兼子氏が 「精神的自由権コの一つとし、、しか も

「文化的 自由」 のうちに含めている言論出版の自由ない

し表現の自由とくに言論の自由は、確かに代表的な精神

的自由権の一つであるが、それは同疇に現代国家におい

ては最 も政治的な権利であって、 したがって、言論の自

由は、 自由権 としての自由たることを要求するのみなら

ず当然に参政行動としての言論の自由、すなわち参政権

としての言論の自由たることをも要求するものである。
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つぎに、 「憲法に明文規定のない 自由権 としての国民

の教育の自由」という論理によっては、国民の教育に関

する立憲行動 ・参政行動の自由を排除できないといえよ

う。兼子氏は、その説 く 「一般国民の教育の自由」が 日

本国憲法には明記されていないことを認めたうえで、そ

れが憲法によって保護されている自由、すなわち憲法的

自由であることを、高柳信一氏に従い、個々人の人間と

しての尊厳 ・自由 ・権利を最大限に保障するという近代

憲法 ・日本国憲法の原則から説き起こしている。ところ

で、高柳氏が 「憲法的自由」として述べている事柄の要

点は次のようである。

「日本国憲法は、 もろもろの自由を名ざして 列挙し、

これを保障しているが、それは列挙した自由以外のもの

はこれを保障しないという趣旨ではない。人類の自由獲

得の努力の歴史的経験に即し、典型的なものが例示的に

掲げられているのであって、これら以外のr我 々が 日常

生活において享有している権利や自由』もr一 般的な自

由または幸福追求の権利の一部』として広く憲法によっ

て 『保障』されているものと考えなければならない。」(5)

これによれば、ある種の自由を 「自由権」的な憲法的

自由として主張することはできるが、 「憲法的自由」が

「自由権」でなければならないという論理はない。 高柳

氏が援用 しているアメリカ合衆国憲法修正第14条 「何人

も、法の正当な手続によらなければ、生命 ・自由または

財産を奪われない」旨の規定によっても、また、これに

関する合衆国最高裁判所の判示によっても同様である。

既述の1789年 のフランスの人権宣言の第4条 および第5

条の規定には、上記の高柳氏の論旨がより明確に述べ ら

れているが、それによって も同様である。こと主権者国

民個々人に対 しては、他人を害することが判明し主権者

国民ないしその代表が定める法によって禁止された行為

でない限り、最大限に自由を保障するというのが近代民

主主義であり、 日本国憲法(と くに既述の第13条)な の

である。この原理によれば、公教育内容決定へめ参加を

含めた主権者国民、参政権者国民の公教育に関する立憲

行動、参政活動等の自由は、 これを禁止する明文の 憲

法、法律等がないのであるから、国民の自由として憲法

上保障されねばならないこととなる。まして、兼子氏は

この 「憲法上の自由」という考え方を認あてお り、なお

かつ、同氏の所説によれば、公教育の内容決定への主権

者国民 ・参政権者国民の参加を禁止することを要求する

はずの 「文化のにない手 としての教育の自由」さえ憲法

に明文の規定がないことを認めているのであるから、な

おさらである。

② 教育の本質と教育の自由

それでは、 「自由権」だけに限定されず、 明文の規定

がなくとも日本国憲法の原理上当然に主権者国民個々人

に保障されているはずの教育の自由とは、どのようなも

のであるのか。そのような国民の教育の自由は、法規の

明文の規定を欠 く以上、当然に、教育という事柄の本質

にその根拠を求めねばならない。

この点に関して、堀尾輝久氏は、直接には教師の教育

権についての所論の中においてではあるが、「教育には、

教育独自の領域 と機能があり、独自の価値があるはずで

ある」、「教育の本質こそ教育の自由を要請するものであ

り、教師の研究と教育の自由は、まさに教育ということ

が らの本質に その根拠をもつ ことが 示 され ねば な らな

い」と述べて、かかる観点か ら 「教育の本質 と教育の自

由」を論じている⑥。 その際、 堀尾氏は、今 日、教育

という仕事が学校教育として組織的に運営されそれに専

門的に従事する教職が成立していること、子どもの成長

と学習の過程は学校での生活、教師の指導の過程を離れ

ては考えられないこと、教師の基本的な任務は子どもや

青年の人間的成長をたすけ、その学習の権利の内実を充

実させる ことにあること、 ζれらのことを 述べた のち

に、 「教育の本質」に基づいて 「教師の研究と教授の 自

由」が要請される、と述べている。 この 「教師の研究 と

教授の自由」は、最近では 「教師の研究 と教育実践の自

由」と表現 されるようになっているが、教育の本質か ら

これが要請されるという論理そのものは変え られていな

い。そこで、最近の 『教育 と人権』における記述による

ならば、その論理は次のようである。
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「教師の任務が、子ども ・青年の人間的発達を保障し、

その学習と探究の権利を 充足させる燈とに あるの だか

ら、教師は、教育内容 ・教材についての科学的知見をも

ち、同時に子どもの発達についての専門的識見をもち、

憲 らに授業や生活指導を通 して、その発達を保障するた
r
めの、・不断の研究に裏打ちされた専門的力量が求められ

る。教師は、教育科学創造の担い手であり、同時に、そ

の知見に裏づけ られた教育の創造的な実践者でなければ

な らない。 それは子どもへの 不断の再発見の過程であ

る。教師は真理の前で謙虚に、子どもの可能性の前で寛

容そあ り、子 どもの少 しの変化も見逃すことな く、その

薬達の最近接領域 と、それにふさわしい働きかけを工夫

し続けなげれば、教師としその責任は果せない。 ここか

ら必然的に、教師の教育研究 と教育実践の自由が要請さ

れる。」(7)

ここには明 らかに、教師は教育的価値の創造 と実現の

主休であるがゆえに教師に教育研究と教育実践の自由が

認められなければな らない、という論理がみられる。ま

た、編 耀民は、このよ うな教師の自由は 「科学的真実 と

馨術的価値(何 を)」「子どもの発達についての専門的知

識(だ れに)」F学 習≦教育の目的志向性(何 のために)」

という 「教育 という箏柄それ 自体の三つの契機」によっ

て規定されている、乏 述べている。(3)

しかし、以上のような論理で教師のものとして導 き出

されている教育の自由の 最も基本的な 部分は、 まさに

界教脊という事柄それ自体の 三つの契機によって 規定さ

れでいる」ものであるがゆえに、教師の教育 という専門

性を捨象して、一般の国民の教育の自由として述べられ

るべきもめであろう。そして、そのことは今 臼とりわけ

重要だと考え られる。なぜなら、教育基本法第2条 にお

いては、'平和的で民主的な国家および社会の形成者 とし

ての人間の育成をめざす教育があらゆる機会にあらゆる

場所において 行われ るべきことが 規定されて いるが、

「生涯教育圭ということも需われている今 日、 学校にお

いては勿論のこと家庭においても地域社会において も生

塵墨労働の産業社会においても、様々な立場にある国民

欄々人のすべてが可能な限 りで被教育者とりわけ子ども

の豊かな発達を目的意識的に志向した科学的真実と芸術

的価値ある内容の教育が人間の発達の法則性に即して実

現されるように創意工夫 し努力すべきは当然だからであ

る。

なお、堀尾氏 も事務局兼務の委員を務めた臼木教職員

組合中央教育課程検討委員会は、1976年 、次 のような提

案をしている。すなわち、教育内容を 「国民的英知を結

集」 して つ くりあげるために、 地域の レベルにおいて

「民主的な教職員団体の代表、 民主的に選 ばれた地域住

民 ・父母 ・文化諸領域の専門家などの代表」によって構

成される教育課程審議会を設置し 「学校は、 ここで作成

された大綱的試案を参考にして、それぞれ独 自の教育課

程を編成する」ようにすべきこと、全国 レベルにおいて

もこれに準 じた審議会を組織すべきこと。(9}.このような

提案 も、親、教師等に限られない一般の国民が教育的価

値の創造 と実現の力をもっていることを認めて これを今

日の公教育に生か してゆくことが不可欠であることを示

しているものといえよう。

以上により、さしあたり、国厩の教育の 自由とは、国

民が教育的価値の創造と実現に参加する自由である、 と

言 うことができよう。

ところで、堀尾氏の所説においては、教育の本質は、

学校教師の教育実践と教育研究における前記の三契機に

求められている。 また、 そこで 「教育的価値」は、「発

達をうながし、人格の形成に役立っ もの」㈹ と述べられ

ているだけで、教育的価値を掻う具体的なものについて

は述べられていない。そこで、国民の教育の自由をより

本質的に明らかにするためには、教育的価値 とは、より

具体的にどのようなものであり、学校だけには限られな

い国民の全生活の中でのその創造と実現はどのように行

われるのか、について述べなければならない。

教育の本質 と教育的価値については、勝田守一茂が、

論文 「教育の科学 と価値について」(1956年)と 「教育

の概念 と教育学」(1958年)(11)と において基木的なとこ

ろを論じている。上記の堀尾氏の所説 も、これ らにみら

れ る勝田氏の所説の強 い影響を 受げている,と考え られ

る。この二論文のうち、前者を踏まえた後者における勝
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田氏の所説をみると次のようである。

まず、 勝田氏は、 「教育とは何か」を論 じて次のよう

にまとめている。 「第一、 教育は個人(子 どもを主 とし

.て)の 学習と社会的統制の機能としての意識的 ・目的志

向的な指導の統一的な過程である。」「第二、教育は人間

形成の技術である。意識的 ・目的志向的な教育は……そ

の経験と諸科学の蓄積された知識を媒介とする技術であ

る。……この技術は、1それ自身が、成長し発達する個人

の自発的な学習過程に内面的に融合して効果を発揮する

という特殊な技術である。」「第三、現在では、教育は巨

大な組織をもつ公教育に具象化されている制度である。

それは思想の具体化ともいうことができる。……現代で

は、国民的規模における有意味な価値実現を目ざす社会

的志向が巨大な制度をつ くり出している。……したがっ

て、現代の教育は……その制度の運営 ・管理の技術を必

要 とする。 そればかりではない。 ……教育政策をも含

む。」(12)

つづいて、勝田氏は、教育は、価値実現のための社会

的過程であり、それは他の文化的諸価値や政治的、経済

的価値などと結びついているが、けっしてそれらの諸価

値の実現の手段にすぎないのではなく、それ自身に固有

の教育的価値を実現する過程であると述べる。この観点

から、教育的価値は、たとえば 「人間の全面的成長」や

「普遍的教養」「創造的知性」などの目的内容的な価値と

ともに、「学習におけるレディネスの尊重」「学習の自発

性の尊重」「押しつけと詰め込みの否定」「子どもの発達

の一般的傾向の認識の尊重」などの 「方法的価値」をも

含むものであることを明らかにしている。q3)

さらに、勝田氏は、 教育学が、 「教育概念の形成と教

育的諸価値の吟味」r教育目的の現実的規定」「教育の内

容および方法の研究」「制度および政策研究」「教師につ

いての研究」から成 る 「教育的諸価値とその実現過程の

研究」を中心とし、この他に 「発達および学習め心理学

的研究」「学習 と人間形成の社会学的研究」「教育的価値

の成立(の 研究)」「教育の比較研究」をもって構成 され

ると述べている。《14}

このような勝田氏の所説は、固有の価値実現の過程と

教育の自由と国民主権(上)

しての教育の本質を最も基本的な点で明らかにしている

ともに、教育的価値の実現過程 としての教育を研究する

教育学の研究領域を示すことによって教育的価値の概念

の外延の大略をも示 しているものである。

このような勝田氏の所説を踏まえて、教育の本質と教

育的価値の概念をさらに明確にすることとしたい。

一般に、 「価値」とは、 人間の欲求ないし要求を満た

すような 事物 ・現象が 有するものである、 と考えられ

る。㈹ 人間の 行為や観念等もそれが人間の 欲求や要求

を満たすものであるな らば価値を有するものであるとい

えよう(こ こで要求は意識的なもの、欲求は自然的なも

のとして、一応、区別しておく)。

そうであるとすれば、教育的価値を有するものとは、

教育に関する人間の欲求や要求を満たすような事物 ・現

象ということになるが、それは具体的にはどのような事

象であるだろうか。また、国民は、教育的価値の創造 ・

実現のどのような力を もっているだろうか。

教育的価値は、まずなにより、教育によって人間が人

間のうちに形成しようとするもの、すなわち、人間 らし

い人格、徳性、情操、知識、技能、習慣、体力等の人間

の諸特質にあると考えてよいであろう。教育的価値とは

第一には、教育の結果として得られるべきこれ らの人間

らしさ、人間性のことだ、といえよう。

国民は、労働者、農民、経営者、技術者、科学者、消

費者、納税者等々としてのその経済的、文化的、政治的

生活の中で、生活者、生産者、文化の創造者、主権者と

しての人間がそれにふさわしい知識や技能、習慣、体力、

情操、徳性、人格を身に備えるべきことを感 じとり、意

識し、それらを教育を通じて子どもたちや後輩、仲間た

ち、また自分 自身のうちに形成したいと願 う。 これは、

それ自体、社会の経済的、文化的、政治的機能を発展 さ

せる要因であるとともに、教育的価値の根源的な創造力

であるといえよう。

国民の教育の自由の本質は、なによりもこのような国

民一人ひとりの自主的要求、自発的欲求に基づ く教育的

価値の創造とその実現の可能性を法的に確認することの

うちに認められなければならない。

一27一

N工 工一ElectrOnicI.ibrarySe-vice



OtemaeUniverSity

教育の自由 と国良主権(上)

この圏民鯛々入め教育的価値の創造力が、みんなの力

として統合されるとき、そとには、個 々人や国民の部分

集団では有しえない、その社会に普遍的な教育的価値の

創造力が生 じる。人々は、この普遍的な教育的価値に基

づいてはじめて、・わが子、わが教え子等を当該社会にお

ける普遍性をもった人間へと育成することができよう。

このようぼ観点か らみれば、兼子氏が教育を 「精神文

化字)再生産」として把握していることは、教育的価値が

精神文化のみならず政治 も経済も含めた国民の全生活の

中で生じ自覚されるものであることを看過したものとし

て幾判されまう。また、同氏が教育を 「あくまで国民個

々人の自由な活動の結果が全体 としておのずから一定の

社会的 まとまりを示す」 ものとして把 握して いること

は、普遍的な教育的価値形成を意識的に目ざして現実的

な国民の諸力を結集するととの必要性を軽視 しているも

のとして批判 されよ尻

ところで、教育が、前記の如 き人間の諸特質を形成す

るその他の活動一般、たとえば宣伝や独学や自己修養や

自然成長や医学的治療等と区別されるその独自性は、こ

の人間的諸特質あ形成が教育主体の意図的な指導と援助

を媒介どした発達主体の自主性 ・自発性に基づ く活動の

結果として行われるというその過程め特質にある。教育

的価値の現象形態もこの過程のうちに見出されなければ

ならないゴ

人 間の成長と発達は、'はじめは生物的自然にすぎない

畢どもが、大人の指導と援助のもとで 自然的 ・文化的な

事物や争どもたちその他の人々に働きかけ、またそれら

から働きかけられるという社会的活動を通 じて、 自己自

身が変化発展して意識的な主体へとな りゆ くこととして

行われる♂16)

発達においでは、・心理学においてミ しばしば、下成熟

による発達」と 「学習による発達」とが区別 され、前者

は内的な過程であるとされるのに対 して、後者は 「個体

と環 境どめ相互作用」q7》とされたり、「経験により行動

の改善的変容をもたらすこと」㈹ と定義されたりする。

しかし、人間の発達を論ずるときには、「学習」は、 動

物の個体の適応性の過程一般に通じるこのような概念と

して理解されるだけでは不充分である.意 識的存在 とし

ての人間に固有の 「学習∫の概念が明ちかにされねばな

らない。α9)

人間に固有め行動様式は、意識的な行動である。入間

は意識的な表象、観念に従って行動することができ、意

識的な行動は入間の行動の主要な単位となっている。動

物一般は外部諸条件に対する適癒をその行動様式として

いるが、人間はそれだけでな く外部諸条件を目的的かつ

意図的に変えることができ自らの行動の条件刺激となる

外部的諸条件さえも創 り出すことができ、この意味にお

いて真の主体である。このような人間の意識的活動を可

能ならしめているのは言語である。言語は、語音または

文学を媒介として、人間相互のコミュニケーションの手

段となり、まだ、対象の特性と関係とを一般的な形にお

いてまた対象自体から抽象した形において示すことがで

き、 これによらて思考 と意識的行動を可能ならしめてい

る。人間は、その活動を通 じて、 自然 とは区別される事

象、すなわち、慣習、技術、科学、芸徳、道徳、・思想等、

広 く文化といわれるもの(広 義の文化)を つ くりだ して

きた。 これらの中には、幾多の人閥がその活動を通 じて

得た経験が蓄積され体系化されている。その経験は覧何

よりも、諸種の人間的な行動に必要な知識、技能、習慣

等の人間の諸特質として生きた人間各個人のうちに形成

され担われている。 それと同時に、 人間の活動の 形跡

は、その対象とされあるいは媒介とされた製品、道臭、

施設、その他の人工物、記号、文字、語音等としで対象

化され客観化されている。 これらのものには、その活動

主体が活用した知識や技能や習慣もまた刻み込まれてい

る。人 々がその行動を通じて得た人間の経験は、これら

のものによって、他の人々にとって も準拠 しうる堤実、

理解 しうる現実、働きかけうる現実となっている。人間

は人々およびこれ らのものによって、人々が為した行動

の経験を自己の意識のうちに再生することができ、この

ことを手がかりとしてその行動に照癒していた人間の知

識や技能や習慣等の一定の特質を自己のうちに形成する

ことができる。これが、人間が他の人々の経験によって

自分の行動の改善を獲得することができるというごとで
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あり、人間に固有の学習は、少なくともこのような文化

的学習 として理解されなければならないであろう。文化

的学習は、学習内容が人間の経験とその蓄積 ・体系化と

しての 文化であって、 この学習は、 人間の 経験 ・文化

を具現 している人々および経験 ・文化が対象化された文

化的な 事物に価値的 ・内容的に依存 しているもので あ

る。

文化的学習においては、人間の自然的諸力に比して意

識の果たす役割が主導的であって、決定的ともいえるほ

どに大きい。学習主体が学習行動の目的 ・目標のみな ら

ずその手段、方法をも意識して学習するとき、知識、技

能、習慣等の獲得 ・形成は飛躍的に効果をあげうる。(2ω

「教える」というのは、人間の行動の目的、目標、手段、

方法等を指示することによって行動の意識化を援助する

ことである。言語的手段を媒介としたこの指示による援

助が広汎に可能でありかつ必要でもあることが、人間の

教育 と学習の本質的特徴である。子どもが教育を受けな

ければならないというのは、一つには、教えを受けると

いうことを欠 くならば、社会で生きてゆ くに必要なだけ

の文化的意識的主体性を子どもが 自力で身につけること

ができないということである。

しかし、人間の成長と発達の要因は、文化的学習だけ

に求めることはできず、それゆえ、教育の活動をもっぱ

ら 「教える」ことないしは 「教授」のみに限定すること

はできない。人間の成長と発達は、 自然的生物としての

人間がもっている性質の発現 ・開花でもある。文化とい

われるものも、かかる人間性の発現 ・開花の蓄積にほか

ならない。また、学習 自体が本能等の人間の生得的な力

に依存 している。人間の成長と発達は、生物的 ・自然的

なものと文化的意識的なものとの不可分な統一、融合で

ある。それゆえ、教育の活動には、教えるということの

ほかに、発達をもたらす子ども、被教育者の活動を組織

すること、 この発達の活動に必要な教育者の集団 ・被教

育者の集団を組織すること、発達の活動に必要な事物や

環境を整備することが必然的に含まれている。教育の活

動にとっては、.教育者や被教育者の集団、発達の活動に

必要な自然的 ・文化的な事物や環境は、それが 目的的 ・

意図的に教育の過程に組み込まれているとき、教育の外

的条件ではな くて、教育的価値を担う不可欠な内的要因

である。

以上のように教育の本質を考察するならば、教育的価

値を有するものとは、具体的には、前記の教育の結果と

して得 られるべき人間性のみならず、人間の人間らしい

成長 ・学習 ・発達を指導し援助する教育主体 とその活動

およびこれに方向づけられた 発達主体と その活動で あ

り、さらには、教育主体の目的意図のもとにこれらの主

体の活動の 過程に組み込まれて 介在する事物や現象、

すなわち、教育と発達の目的 ・目標、教育課程 ・教科内

容、教授 ・訓練 ・養育方法、教材 ・教具、教育施設 ・設

備、学校制度、教育法規、等でもあるといえよう。

国民の教育の自由とは、このような教育的価値を創造

し実現する自由である。教科書作成や学校設置、学校の

施設 ・設備の整備という、人間性の育成を当然目的意図

的に予定するものではあってもそれ 自体では発達主体の

活動の直接的指導ではない活動の自由も、 このように考

えれば、 「国民の教育の自由」 として捉え られよう。

このように考えると、兼子氏が教育をもっぱ ら精神文

化として捉え、(21》教育の 自由をもっぱら 「精神的自由

権」として捉えているのは、教育が人々の働きかけあい

・共同 ・協力や自然的 ・文化的な事物を必要とする社会

的活動であるという自明の事柄のうちに教育が価値内容

的に人々の集団のあり方や 自然的 ・文化的な事物を内的

要因としているということが含まれていることを看過し

ており、その意味で教育が人間的価値形成としての経済

や政治の働きと内的に連関していることを看過 している

ものであるとして批判することができよう。兼子氏が、

学校制度や教育予算 ・教育財政支出を 「教育の外的条件

をなす 『外的事項』 である」(216頁)と 述べているの

は、かかる看過のあらわれである。教育の施設 ・設備や

教材、教具も学校制度 も、教育的目的意図のもとにこれ

らが形成されるとき、これ らはそのうちに対象化された

教育的価値を担っているものであって、これらの質は教

育の質そのものを規定するのであるから、学校制度や教

育予算 ・教育財政等をもっぱら教育の 「外的条件」とし
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て捉えるのは当たらない。学校制度編成権や教育の施設
　 の の 　 じ

・設備要求権、教育予算 ・教育財政議決権 も教育そのも
　

のについての国艮の自由を保障する法的権利 ・権能 とし

で捉え畠ることが必要であろう。

(3)公 教育制度における教育の自由と自由権、参

政権、受益権

α1兼 子氏の所説

兼子氏は、公教育制度 と教育の自由について、また、

これと関連 して教育を受ける権利について、前記 「文化

のにない手 としての国民の教育の 自由」についての所説

を基礎 として、さらに次のよ うに述べている。

くk}「憲法上 『国費を支出……す るには、 国会の議決

に基 くことを必要とする』(85条)か ら、教育予算 ・

教育財政支出はまさに国政上の議決事項にほかなら

ない。また、義務教育年限や学校体系などの学校制

度も全国一律に決せ られるべき教育条件であるかぎ

り、やはり憲法が 『法律の定めるところにより』(26

条1・2項)決 すべきものと予定 している教育関係

国政事項に当ろう。 これらは、議会政治のルー トに

よって納税者や参政権者としての国民の代表が最終

決定することとなる。 しかしこれらは、教育の外的

条件をなすr外 的事項』であるから、教育への議会

政治の影響は間接的であって直接の教育内容決定と

は異なる。……これに対 し、教育内容面である 『内

的事項』についてまで政治的国民代表制 ・議会民主

制による決定を行なうときには、国民の教育の 自由

や学習権を損傷するという前記の閥題をはらむ こと

となる。……

このように、教育に関して議会政治的決定が憲法

上 ・条理上許される範囲とそうでない領域とを分け

るために、西欧公教育法制の原理にならって、教育

の 『外的事項』(エ クスターナ)と 『内的事項』(イ

ンターナ)と の原理的区別が必要なのである。」(2ユ6

・7頁)

働 「学習による入聞の成長発達は 本来まず各人の私

一30一

事のはずであるが、ユ9澄紀い らいの西欧教育法制史

に示されたとお り、国民が教育と学習の自由を有す

るだけでは、すべての子どもの学習権(人 間的成長

発達権)を 保障するために教育関係者にとって、第

一に、必要な経済力 ・財政力を自己調達することが

できず、第二に、学校制度づ くりをはじめ側度的な

組織力が欠け、策三に、教育内容向上のための文化

的組織力も不足しがちであった。そこで、学習権保

障のために教育関係者にとって必要なこれ らのr教

育条件』を国家が統治団体としての社会的実力をも

って整備 していくとい う 『公教育制度』が、義務教

育制度を中心に形成されるところとな り、その憲法

的うらづけとして、子ども・国民の学習権の生存権

化であるr教 育を うける権利』の保障が生 じたもの

と条理解釈される1(228・9頁)。

飼 「生存権的学習権としての 教育を うける権利と そ

れに応ずる公教育制度は、条理上当然に、 自由権的

学習権 としての国民のr学 習の自由』とそれに対応

する 『教育の自由』を、その法的な土台として前提

にしているはずである。 もっともそこで国属の学習

と教育の自由は、公教育制度 という国家による生存

権 ・社会権の積極的保障の場における自由として、

『現代的自由権』とよぶべきものを も指すように な

っている。」(229頁)

(nl「学習権説によって理解 された教育をうける権利

は、それなりに教育内容面にもかかわる条件整備要

求権を含んでいる。とはいえ、……教育内容面にか

かわる条件整備要求権はあくまで、学校制度等のあ

り方を決める際に原理的意味あいを示すのにとどま

るのである。」(230頁)。 「永井憲一 ・憲法と教育基

本権49・251、273頁 が主権者教育権論の一環として

語る 『教育内容要求権』説は、それが もし 『憲法理

念にもとつく教育内容』を国民が国家に法的に要求

できるという趣旨であるとすれば、学習権説の立場

か らにわかに賛同しえない……。有倉 ・憲法理念と

教育法制38-9頁 は、 『教育を受ける権利に関して国

が名宛人になるのは、外的条件の整備確立について
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のみ』であるとの立場から、教育内容要求権説を批

判している。」(同 頁、前引用に対する注)。

なお、上記引用(m)に 見 られる 「現代的自由権」 に

ついて、さらに詳しくは、兼子氏は別の著作'『教育と人

権』(堀尾輝久氏 との共著、 前掲)に おいて、 教育にか

かわる人権の分類についての叙述の中で次のように述べ

ている。

(m')「 人権一般における歴史段階的な区別と しての、

自由権と社会権 との別が、教育にかかわる人権につ

いてもやはり留意されていてよいと考え られる。19

世紀的な自由権は、国家権力が国民の私的生活に支

配介入することを禁ずる人権であり、20世 紀的な生

存権をはじめとする社会権は、逆に国家に国民の人

聞らしい生活のための条件を積極的に整えてい くこ

とを要求する人権である。 もっとも、社会権が一般

化してきた現代においては、 自由権 も、国家権力か

ら離れた私的生活領域について だけで な く、むし

ろ、国民が国家に社会権保障を積極的に求めている

生活領域における自由の主張を、重要なものとする

ようになってきた。この点については、つぎの指摘

がある。

r人間の精神的活動は、 つねに一定の財政的物質

的基礎のうえにのみ成り立っている。……しかし、

精神的活動の拡大にともない、それに現実に必要な

経済的条件の整備を市民社会内部で自律的に処理で

きな くなるとき、国家の手による代位補充を必要と

する。 こうして現代的自由権は、精神的活動に不可

欠な現実的経済的条件の整備のための国家的活動に

たいする要求を当然にふ くむものとなるのであり、

この点が、抽象的近代的自由権 と現代的自由権との

異なるゆえんである。』

国民の教育を受ける権利を保障する公教育制度の

なかにおける教育の自由は、まさにこのような現代

的自由であろう。 フランス憲法学説において も、私

学教育の自由はかつてはr国 家の外での自由』Gi-

bert6horsde1'Etat)で あったが、大幅な私学助

成をうけて公立学校と共存する現代私学の自由は、

『国家による自由』(1ibertepar1'Etat)に なって

いる、 と説かれている。

とはいえこのことは、自由権と社会権の区別が不

要であることを意味するのではな く、両者の現代的

混合部分の存在を示すものにほかならず、国家が積

極的活動を行なう社会権保障の場において同時に国

民の自由を尊重 しなければならないというパ ラドク

シカルな状況であるだけに、事項を分けて共存すべ

き自由権と社会権 との区別がいっそう重視 されるべ

きことを要請しているのである。」(同 書、234・5

頁。なお、重引用符の中は、渡辺洋三 「現代資本主

義と基本的人権」、 東京大学社会科学研究所編r基

本的人権1総 論』東京大学出版会、1968年 、230頁)

なお、兼子氏は、この 『教育と人権』で、教育におけ

る 「現代的自由」として、私学教育の自由のほかには、

教師の教育の自由をあげて言及している(同 書、364～7

頁)。

以上のような兼子氏の所説を前述の 「文化のにない手

としての国民の教育の自由」という所説と合せて考える

とき、 そこには 次のような 問題点が 指摘できる。第一

は、旧来の 「自由権」「社会権」 概念を踏襲 したままで

新しい 「現代的自由権」なる概念を教育法学に導入する

ことが理論的混乱を生 じさせるということであり、第二

は、憲法第26条 の教育を受ける権利が教育の自由の一部

としての 「教育を受ける自由」を保障するものであるこ

とを認めていないことであり、第三は、公教育制度を組

織 ・編成 ・運用する主権者ないし参政権者 としての国民

の権利が国民の教育の自由を保障する権利からは排除さ

れていることである。

(ロ)「自由権」の概念

これらの 問題点について 述べるに 当たって、 まず、

「自由権」の概念から述べることとする。 というのは、

既述のように兼子氏所説の 「文化のにない手 としての国

民の教育の自由」は、 「自由権」に属するものとされて

おり、そしていままた、 「現代的自由権」 なる概念が説

かれているのであるが、この 「自由権」の概念が問題だ

からである。
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「自由権」という言葉は、 その概念が学説上、 それほ

ど明確に定まっていないが、通常二とお りの使われ方が

なされており、少な くともその二つの意味の違いに留意

がなされなければならない6第 一は 「社会権」に対する

意昧で使われる場合であり第二は 「受益権」「参政権」

と並ぶ意味で使われる場合である。(22)

第一の意味での「自由権」は、「自由権的基本権」、「自

由権的基本的人権」ともいわれるが、 これに対す る概念

は 「社会権」であり、 この 「社会権」の意味では 「社会

権的基本権」、 「社会権的基本的人権」 あるいは、「生存

権」、「生存権的基本権」、「生存権的基本的人権」等の語

が絹いられることもある。中村睦男氏によると、わが国

憲法学説におけるこの意味での 「自由権」「社会権」 の

概念は、1948年 に我妻栄氏が用いはじめた 「自由権的基

本権」と 「生存権的基本権」の用法に発するものでわが

国の 憲法学説に おいてかなり一般化して いるものであ

る。我妻氏は、基本的入権の変遷を19世紀的 「自由権的

基本権」から20世紀的r生 存権的基本権」への変遷とし

て掘握し、前者から後者を区別する基準を第 一に内容が

r肖 由」か ら ド生存」 へ変化したこと、 第二に保障の方

法が国家権力の制限から積極的な介入に変化したことに

おいたが、とくに、「社会権」を 「自由権」 か ら区別す

る基準を国家の役割の差異に求めるのは今 日のわが国の

大多数の憲法学説の採用するところとなっている、とさ

れ る㈱)。しかし、中村氏の研究が示すように、「社会権」

そのものがそれ自身のうちに 「自由権」ないしは 「自由」

を 含んでいるのであって、・この点からすると、 通説の

「霞由権」「社会権」の区別はその基準が批判され、通説

に従う区別は、歴史的発生の時期説明を別とすれば、そ

の法論理的意味は不明確 となり、 再検討を 要する。⑳

念のために言えば、以上は、 「自由権」と 「社会権」そ

れぞれの概念が木要だというのではなくて二つの概念を

基本的人権の分類において二者択一的なものとして対置

約に区別することは成立し難いというのである。

なお、このような通説を批判して、 中村氏は、「社会

権」を次の二つの 「構成要素」からとらえることを提起

している,,「第一の要素は、 労働者を中心とする利害関

係者の集団的権利 ・自由で、この場合の国家の介入はあ

くまで補充的なものである。第二の要素は、労働者を中

心と する 利害関係者の 個人的権利 ・自由を 保障するた

め、国家の積極的給付義務の存在である。具体的に第一

のグループに属する権利として、罷業権、組合権、労働

協約締結権(団 交権)、 企業の管理への参加権、 社会保

障を受ける権利等がある。 第二のグループには、 労働

権、公的扶助を受ける権利、国による労働条件の保護等

がある。」(25》後述するように、教育の自由、教育を受け

る権利 も、このような観点か らとらえてい くことも必要

である。

いま一つの 「自由権」の用法は、イエリネックの学説

を踏まえるものであって、イエリネックによれば、国家

における顧民の地位は、①受動的地位(passiverSta-

tus)、②消極的地位(negativerStatus)、 ③積極的地位

(positiverStatus)、 ④能動的地位(aktiverStatus)に

分けられ、それらの地位は、それぞれ、①国家への給付

(LeistungenandenStaat)、 ②国家からの 自由(Frei-

heitvonStaat)、 ③国家に対する請求(Forderungen

andenStaat)、 ④国家のための給付(Leistungenf負r

denStaat)を 内容 とする♂26)これを踏まえて、たとえ

ば、次のように述べられる。

「近代の国家の国民は、 国家に所属する個人として、

国家に対 して 次のような 関係に立っている。 まず第一

に、国民は、国家の統治に服従 し、国法によって義務づ

けられる関係に立つ。 これを受動的関係という。一…こ

の関係か ら国家の統治に服するという包括的な義務が生

じ、さらにまた……各個の義務が生ずる。第二は、消極

的または自由の関係である。 この関係から、国家の権力

によって 国民の自由を 侵されない権利、 肖由権が生ず

る。……第三は、積極的または受益の関係である。 この

関係から、国家の特別の行為または施設を講求 し、それ

によって 利益を受ける権利、 受益権が生ずる。 ……第

四は、能動的な関係である。 これによって、 国畏は、

国家の機関として 国家活動に 加わる権利、 参政権を も

つ。」⑳

イエリネックの所説を踏まえての 臼本国憲法上の墓本
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的人権の分類にも、なお、学説上の差異 ・検討の余地が

あり、`28,したがって、「自由権」 という基本的人権の概

念にも差異 ・検討の余地があるが`29)、この意味での 「自

由権」としての基本的人権の概念は、その法的意味が比

較的明瞭であると思われる。

すなわち、まず、 自由権は、本質的には、その権利の

個別具体的現実的な行使が、国家機関の事前の意思決定

を待たないで法的効力を生ず る(3°)点で、国家機関とし

てその意思の決定 自体に参加 しうる参政権や、国家思想

の発動を要求する受益権と区別 されるものといえよう。

つぎに、基本的人権そのものは、人が入たることによっ

てすべての人に認め られる権利であるから、これが具体

的現実的に行使されるためには一定の条件(無 条件 とい

う場合 も含めて)を 満たす ことを 必要 とする。 たとえ

ば、選挙権を行使するには20才以上だとか㍉義務教育を

受けるには就学年令に達することだとか、生活保障を受

けるためには一定の経済状態であるとか、私立学校を設

置するためには一定の基準を満たす とか、である。した

がって、基本的人権 というのは、一定の条件さえ満たせ

ば具体的な権利の主体たりうるという法的な権利であっ

て、自由権的基本的人権、参政権的基本的人権、受益権

的基本的人権というのも、それぞれ、一定の条件を満た

せば、自由権、参政権、受益権たる具体的権利の主体た

りうるという法的な権利と考えられる。

なお、この意味での自由権も、この意味での自由権的

基本的人権も、前国家的権利であるとか、国家権力から

干渉されない権利であると考えるのは一面的であろう。

というのは、 この意味での自由権ないし自由権的基本的

人権も、事実として国民がその実力によってその 自由を

行使しているときは問題なくそれがそのまま国民の主権

に基づ く法による権利の行使の状態である。また、ひと

たびそれが侵害された場合には法に基づいて法廷に訴え

事後に妨害排除 ・原状回復をなしうることによって法的

権利としての実効性を有するのであるが、その場合には

法を制定し実効あらしめる主権者国民の力とこれに従属

した司法機関その他の国家機関の力を必要とする。いず

れにせよ、自由権 も、至高の存在としての国民個々人な

いしはその統合集団の実力、すなわち、国民主権を前提

としてのみ法的実効性を有するのである。(31)

「自由権」についての 以上のような 理解をもって前記

の兼子氏の所説を検討すると、兼子氏は 「自由権」をし

ばしば主権ないし参政権 と対置している点で上記の第二

の意味で 用いて いる ようにも見えるが、 前記 の 所説

(m')の 第一段落に見られるように基本的には第一の意

味で用いていることが明 らかである。

㈲ 教育の 自由と「現代的自由権」、現代的な社会権

そこで、さきに触れた兼子氏の所説の問題点について

述べてゆくこととする。

その第一は、憲法学説の旧来の過説に従 う 「自由権」

と 「社会権」の区別を踏襲しながら新しい 「現代的自由

権」なる概念を採用することから生じる矛盾である。

兼子氏が 援用している 渡辺氏の所説においては、「現

代的自由権」は 「抽象的近代的自由権」にとってかわる

べきものとして把握されているのであり、そこで 「抽象

的近代的」とされている 「自由権」の概念は次の記述の

中に与え られている。 「人権の内容が 自由権であるとい

うことは、よくか われるように国家か らの自由というこ

とであり、その意味は……市民が経済社会内部でその要

求を実質的に充足するための人間活動を自由に行なうこ

とに対 して国家が干渉 ・侵害すべきでないということで

ある」。(32)これに対して 「現代的な自由権は、国家にた

いする自由実現の具体的保障の要求をふ くむものとして

あらわれる」㈹ とされる。 これは、 兼子氏の所説(mつ

の引用にもみられるところである。 このように、 「抽象

的近代的自由権」 と対比して それとは 違うものと して

「現代的自由権」なる概念を 提示するときには、 両者が

違うものであ りなが らもなぜにそれが共通に 「自由権」.

なのかが明らかにされねばな らない。そのときに、両者

に共通な 「自由権」は、もはやその歴史的由来を捨象し

たとい う意味で文字どおりに 「抽象的」で、 しか し法論

理的意味は明瞭な前記の第二の用法 ・意味での「自由権」

でしかあり得ないであろう。渡辺氏所説の 「現代的自由

権」という概念は、一面では、現代における人間の自由

は、前記第二の意味での自由権(的 基本的人権)の みな
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らず受益権(的 基本的人権)を も必要とす るという、当

然の事柄の反映である。 しか し、他面では、渡辺氏が基

本的人権の分類に隔来の通説的な 「自由権」「社会権」分

類を もって現代における人閥の自由の権利保障の体系を

構想し,ようとす る結果、 自由権、参政権、受益権という

分析的な概念を用いて基本的人権を分析しそれを踏まえ

て 自由保障の体系を総合的に明らかにするということを

していない、 という渡辺氏の所説の欠陥を示すものであ

る。 実際、兼子氏が引用 した、 「現代資本主義と基本的

人権」と題 した論文において、 「基本的 人権の現代法構

造」把握の 「理論仮設を提示する」ことを狙い㈹ とし

ながら、'渡辺氏がとりあげている基本的人権は、 「財産

権」r精神的自由」「社会保障の権利」であって、そこに

は参政権的 基本的入権が基本的に とりあげられて いな

い。また、受益権を不可欠に含む自由の保障としての権
の つ 　

利をもっぱ ら 「現代的 自由権」と表現するのも無理があ

ろう(こ の点で、兼子氏が 「自由権」と 「社会権」を事

項を分けて共存すべく区別 されるべきものとしているの

は、これ らを前記第二の意味での 「自由権」と「受益権」

と捉え畜すならば 肯定的に評価できる一面を もってい

る)。

つぎに、渡辺氏の藤説によれば、表現行動や学問活動

等の 「精神的活動に不可欠な現実的経済的条件の整備の

ための国家活動にたいする要求」 自体が「現代的自由権」

に含まれている(前 記(mつ に兼子氏が引用している記

述参照)。 とくに、「教育を うける権利」 も現代的自由権

の性質をr典 型的に示す」 ものの うちに 含められてい

る。㈹ しか し、 これに対して、 兼子氏の所説において

は、 「生存権的学習権」 としての 「教育をうける権利」

は、F社 会権」として、 「文化の にない手 としての 国民

ゐ籔育め自由」は 「現代的自由権」として事項を分けて

共葎すべき二つの区別 される性質の権利として捉えられ

ることとなる。 このように、同じ言葉を使っていても両

者の書葉の意味は違った内容のものとなっている。それ

にもかかわらず兼子氏が渡辺氏の用語 ・概念に拠ってい

るところに混乱があり、兼子氏の所説は、渡辺氏の所説

の問題点の相当部分を含むこととこの混乱によるのとで

二重に複雑になっている。その複雑さの中で、問題を単

純化している渡辺氏の所説によれば、精神的活動に必要

な物的財貨の要求としての受益権も精神的活動の自由そ

のものの法的保障であることはわか り易いのに、兼子氏

の所説によればそれは精神的活動の自由そのものの保障

ではなくその外的条件の保障だとされてしまうという事

態 も生 じている。

たしかに、国民の学習の 自由、国民の教育の 自由は、

まさに公教育制度という国家による受益権保障の場にお

いても自由権的基本的人権として も保障されなければな

らない。 これを 「現代的自由権」と呼ぶかどうかは別と

して、 この点を 強調した点において、 前記 兼子氏所説

(m)は 意義がある。 また、 兼子氏が渡辺氏所説のこの

概念に拠っているのは、 これが現代における自由の全面

的保障を表現 しようという要因をうちに含んでいるか ら

であろう。

しかし、 その際には、 旧来の 通説的 「自由権」 「社

会権」概念には拠ることはできず、 一つには、「現代的

自由権」に対応した正しい意味での社会権、いわば現代

的社会権の概念がとられなければならないだろう。繭述

の通説の批判として中村氏が提示した社会権の概念は、

ほぼそれにあたろう。この新しい社会権の概念は、教育

にもあてはめられて次のように述べ られている。

「教育権の特色は、 国民の教育を受ける権利が 前提と

して存在することである。このような国民の教育を受け

る権利を保障するたあには(た めに必要なものは、 とい

う意味か一北川注)、策一には、 教員を 中心とした利害

関係者(父 母、学生団体、労資の団体など)の 集団的権

利、自由で、国家の役割はあくまでこれを補充するもの

にすぎないのである。そして、そこでは、国民の教育運

動や労働運動が実現のカとな り、結社の自由、集団行動

の自由や労働者の団結権の保障が、その実質的な基盤と

なるのである。 第二には、 『社会的生存権』としての教

育権の承認は、国民 ・親および教員の 『教育の 自由』・を

基礎にするもので、この 『教育の 自由』を何 ら排斥する

ものではないということである。」(36)

以上の所説の中で、r教 育権」という語を 国民の教育
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の自由を保障する権利の総体と理解すれば、国民の教育

の自由は、利害関係者たる国民の自由権と国家か らの受

益を受ける権利(『社会的生存権』 というのが これに当

たると見られる)と の両者を 含んで 理解されているこ

と、そこでは、 「補充」 的なものとしての国民の参政権

も否定はされないことがみてとれよう。教育における国

民の自由保障の権利の構造の大略は、ここに示 されてい

ると思われる。 もっとも、ここで利害関係者の集団の権

利 ・自由とされているものも集団の一員たる個々人の権

利 ・自由を基礎 としたものであることが忘れ られてはな

らないであろう。

目 自由権としての教育を受ける権利

公教育制度における教育の自由(お よびこれと関連す

る限りでの教育を受ける権利)に ついての兼子氏所説の

問題点の第二は、憲法第26条 の規定する教育を受ける権

利が、教育の自由の一部としての 「教育を受ける自由」

を含むものであることを認めていないことである。

兼子氏の所説においては、 生存権的学習権 と しての

「教育をうける権利」は、旧来の通説に従 った 「社会権」

のうちに含められている。 それのみならず、 「教育をう

ける権利」は、教育内容そのものについての要求権であ

ることを否定されて教育の諸条件の整備要求権とされて

いる(前 記兼子氏所説(n)。 教育内容そのものについて

の要求権であることを否定されたかかる権利は、厳密に

言えば 「教育権」の名に値 しないものであろう。学習内

容についても要求しないのだから 「学習権」でもなく学

習条件整備要求権とでもなろう)。他方で、「自由権 とし

ての 『国民の学習の 自由』」は兼子氏の認めるところで

あるが、これが公教育制度の下でいかなる性質の 「現代

的自由権」であるかは明らかにされていない。

しかし、教育が本質的に教育を受ける者の自主性 ・自

発性に基づいてしか成立し得ないものであり、かつ、教

育内容の 質こそ 教育そのものの 質であることを 考えれ

ば、 日本国憲法第26条 の規定する 「教育を受ける権利」

が教育内容についての要求を含めて教育を受けるものの

自主性 ・自発性に基づ ぐ要求を権利として認めるもので

あること、すなわち 「教育を受ける権利」がそれ自身の

うちに自由権としての教育を受ける自由を含んでいるこ

とは当然の ことと言えよう。㈱ この点は、 既述のよう

に、㌧教育の自由の本質を教育的価値の創造 ・実現 ととら

えるといっそう明白である。知識、技能、人格等々のい

かなる人間的特質も被教育者の自主性 ・自発性に基づ く

活動なしには創造 ・実現されえないで あろうからで あ

る。

そして、教育を受ける者の自由権としての教育の自由

は、その他の教育の利害関係者である父母、教職員、一・

般国民等の 自由権としての 教育の 自由とともに 「社会

権」 としての教育権の 自由権的基底を構成す る。 「受荘

権」としての 「教育を受ける権利」の内容は、憲法 ・教

育基本法によって平和 ・民主主義 ・真理等の教育 という

大綱は 与え られては いるがその具体化、 発展の ために

は、これ らの教育に関する利害関係者の自由権の行使の

中で、子どもにとって何が不可欠な受けるべき教育の内

容かを見定め られ、それが参政権者国民によって確認さ

れることを必要とするであろう。

㈲ 参政権者国民の教育的価値選択権

公教育制度と教育の自由についての兼子氏の所説の問

題点の第三は、公教育制度を組織 ・編成 ・運用する主権

者ないし参政権者 としての国民の権利が国民の教育の 自

由を保障する権利であることを 否認して いることで あ

る。

現代における基本的人権の分類に前記の旧来ρ通説

的 「自由権」と 「社会権」とをもって当たるときに生ず

る根本的な欠陥は、基本的人権そのものを実定法的権利

として成立させる主権者、究極的な立法者としての国民

の権能が見逃されることであり、かかる国民の権能の実

定法上の権利の主要な形態としての参政権的基本的人権

が見失われることである。教育人権の分類にかかる基本

的人権の分類を援用した兼子氏の所説 もかかる欠陥を有

している。兼子氏は、 「経済力・財政力」、 「制度的 組織

力」、r教育内容向上のための文化的組織力」等の 「教育

条件」を国家が 「統治団体としての社会的実力」を もっ

て整備してい くのが公教育制度であると述べている(前

記G))が 、そこでは、かかる1「国家の統治団体として
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め裡会的実力」を実体的に担 うもの、公教育制度の組織

・編成 ・運用を行うものが、国家の機関 ・参政権者とし

竃の鼠民羅あり、その根源に究極の国家権力の担い手、

∫究極φ並法者としての主権者国民があることが触れ られ

て鱗 い訟 教翻 灘 おいて、兼孤 所説においても

r現代的稼由権コ へと拡大されると考えられているよう

に、.、国昆の学習と教育の自由が拡大 されるのであれば、

そ爾ような宙由の保障の拡大にとっては、参 政権者国民

ない!》叢権者国民の役割ほ漢定的ともいえる。しゆし・

既述のよう㌻に、1兼子茂は、主権者 ・参政権者国民が教育

飛 容決定に参加する権利をあ くまで否認している。

、二(a}1圏 公立学校教育を ふくめて 文化活動としての教

:育内容決定に参加できるのは、文化のにない手とし

《 の国昆個 々大なのであって、それは法的に政治に

'参御もでいぐ生権者 ・参殊権者 としての国民とは区

.別されていなければならない。」(再 掲、212頁)

のみな らず、 この記述に対する注において、さらに次

のように述べている。

(a9「 星野安三郎 、『髪問の自由と教育権』(岡名共著

書郵成文堂)乏2-3葺 が・r公 教育の組織 ・編成 ・運

駕欄 としての 『教査権』哩は教育の人権 とは別で、

むしろ主権の一部として国民主権国家においては主

・'ゼ篠者国民に属すると説いているのは、教育行政権に

関する論であればもとより当然であるが、もし教育

内容決定をも主権のうちに含めるようであると国民

あ教育の自由の保障と矛盾する、と言わな くてはな

らない。)(213頁)

.一たしかに、 ごのような星野茂の所説自体は不正確であ

り、・主 権と入権 とを対立的なものとしてとらえている点

饗め混乱(戦 のほが、生権と参政権 とを同一視 している

点での悶題を含んでいる。また、教育内容に関する参政

権 看め権利が自由権としてめ国民の教育の自由による教

育内容決定め自由を認めないものであるとすれば(一

星聾説ほ教育権の入権性を否定するのであるかちそうな

る一)、 これが否認されるのは当然である。

・しかしζ参政権煮国民の教育内容決定に関する権利と

は何であるうか。それは、いかなる内容の教育に対して

国家の(つ まりは国民の統合集団の)経 済ヵ ・財政力、

組織編成力その他の政治的経済的文化的実力による援助

を与えるかという点での教育内容の価値的選択に国家の

機関として参加する権利のことである。教育の物的 ・経

済的条件の充足に限って考えても、国家の財政力 ・経済

力が無制限ではない状態のもとで教育を受ける権利の保

障のための国家による積極的な物的 ・経済的条件の整傭

の必要性を認めるならば、国家による物的 ・経済繭条件

の援勘を受けるべきはいかなる質、いかなる内容の教育

であるか という、教育の価値的選択は必須である。 この

点での教育的価値の選択に国家の機関として参加する国

民の権利が 自由権でも受益権でもなく参蘇権であること

は明らかである。このような国民の参政権的基本的火権

は、主権者国民の教育の自由を保障する権利体系の一部

を成すものとして認められなければならないであろう。

このように考えると、 「教育内容の決定」 と言っても

単に私的教育の内容の決定ではな く多かれ少な塑れ函家

の力の保障を受ける公教育における教育府容の決定を問

題 とするか ぎり、教育内容決定に参加応きるのはあくま

で自由権のにない手 としての国民個々人であるとし、参

政権者国民ではないとする兼子民の所説は誤 りというべ

きであろう。

主権者国民は、その教育についての自由権的寸参政権

的、・受益権的な各種の基本的人権によって公教育の組織

・編成 ・蓮用に当たるのである。これらの各種溺の基本

的人権は、いずれも主権者国民の教育の自由の法的保障

体系の一環を成すものである。各個別の基本的人権の行

使は、主権者国民個々人とその集団によって調和あらし

.められ統一を保ちうるのである。・主権者国民相互の間に

教育的価値をめぐって対立 ・闘争があるときにはミとり

わけ、国家の力の実体的担い手であるべぎ参政権者国蔑

の基本的人権が教育の 自由の保障に占めるべき役割は大

きいといえよう。

ところ瓜 兼子氏の所説によ才麟 教育内勧 決定は

「内的事項」として 「文化のにない手としての国民」に、

「学校制度」「教育予算 ・教育財政」はそこに教育的価値

が含まれていることは忘れられr外 的事項コ としでf主
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権者 ・参政権者国民」に委ねられ、二元的に対置されて

いるだけである(前 記兼子氏所説(k))。 そこでは、 教

育内容 と学校制度、教育予算 ・教育財政とがどのように

して調和 ・統一あらしめられるかという原理が少しも示

されていないのである。

本稿は未完である。教育の国民全体に対する直接責任

の原理を 中心とする公教育における国民代表制度の 問

題、公教育が国民全体のものでなければならないという

公教育の質そのものの問題等については、号を改めて論

述したい。

注

第1節

に)大 須賀明r憲 法』(有倉遼吉編、 日本評論社、 別冊

法学セミナー、1973年)18頁 。

② 栗城寿夫、r体系 憲法事典』(田上穣治編、青林書

院新社、1968年)254頁 。

(3》大須賀明、前掲書、18・9頁 。

(4)佐 藤功 『憲法皿』(日 本評論社、1974年)22・3頁 。

(51栗 城寿夫、前掲書、254・5頁 。主権を 権力の正当

性の帰属の問題 と考える(樋 口陽一氏、影 山日出弥

氏)か 、権力の帰属を示す原理と考える(杉 原泰雄

氏)か 、 をめぐって 主権論は論争的な 問題である

が、 結局、 佐藤功氏のように二要因を 認めたうえ

で、栗城氏のように統一的に理解するのが正 しいと

考える。上記主権論争については、浦田一郎 「国民

主権論」、r法律時報』49巻7号(日 本評論社、1977

年)、 参照。

(6}栗 城、前掲書255頁 。

(7}杉 原ほか編r憲 法学4』(有 斐閣、1976年)64頁 。

なお、この記述の注として同氏は、 「国民主権 論争

およびその帰結について同氏著r国 民主権の研究』

(岩波書店、1971年)3頁 以下を参照せよとしてい

る。この参照指摘箇所においては、宮沢 ・尾高論争

を中心として日本国憲法制定時における国民主権論

(8)

(9)

(1①

ω

⑫

"鋤

αの

争に検討が加えられ、その後、宮沢俊義説がほぼ通

説化したと述べられ、これを支持しあるいはこれに

類する見解として美濃部達吉、河村又介、横田喜三

郎の所説の要点が示 されている。そして、19頁 にお

いて 「宮沢説に代表される通説的見解」の 「要約」

が示されているが、それは本注本文記述の 「代表的

学説」の 「要約」とほぼ同じである。しかし、杉原

氏の研究によるこの 「通説的見解」の 「要約」は、

上記の箇所における杉原氏の記述の限りでは充分論

証的に導き出されているとは言えない。そもそも、

憲法制定権者と制定された憲法の下での普通選挙権

者とが同 じでないことは憲法学上の常識と思われる

が、 「要約」によれば本文記述の 「代表的な学説」

は、その 「第1」 で主権者国民を普通選挙権者の総

体 とし、その 「第2」 で憲法制定権を当然に含むは

ずの「国家意思の最高ないし最終決定権」 を主権と

するという矛盾を含んでいる。 「代表的な学説」 か

杉原氏の要約かのいずれにせよ、検討を要する。

作間忠雄 「日本国憲法制定の法理」前掲 『体系憲法

事典』244～6頁 、参照。

「第90回 帝国議会衆議院(帝 国憲法改正案第1読 会)

議事速記録」1946年6月28日 第6号101・2、105頁 、

但し、鈴木英一編 『資料 ・教育基本法30年 』(学 陽

書房、1978年)所 収、96・7頁 による。かな使い、

句読点は現在の用法に改めた。なお、この資料集に

おいても漢字は現在の字体に改められているものと

思われる。

同前、前掲書97・8頁 。

「第90回 帝国議会衆議院 帝国憲法改正案委員会議録

(速記)」 第4回 、1946年7月3日 第6類 第1号 、但

し前掲r資 料 ・教育基本法30年』98・9頁 による。

同前、100・1頁 。

同前、101頁 。

教育立法の法律主義とその 「端緒」「最高峰」 とし

ての教育基本法の制定とについて、鈴木英一 『教育

行政』(東京大学出版会、1970年)319～24頁 参照。

なお、 兼子氏は、 「教育立法の法律主義には歴史
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的意義が認あられるが、……現行教育法制にあって

は……その法律主義 も教育の外的事項(外 的条件を

な す事項)に 瞑定されているものと解ず ることが必

要 であるコ(247頁 、かっζ内韓兼子践)と 述べてい

・る。かかる所論に対する批判は後述する。

㈲ 清水伸編 霊逐条 日本国憲法審議録』第2巻(有 斐閣、

1963年)615・6頁 。

鯛 屡教育墓本法の解説』『(国立書院、1947年)15頁 。

.㈱ 湿教育墓本法の理論』有斐閣、1961年 。引用の順に、

15頁、36・・7頁 。

⑬ 義毘輝久.拳 育基本法前文・第1条 解説ぜ有倉遼吉

編 『教育法』(観 本評論社、1977年)38頁 。 もっと

もξ堀尾氏は、憲法と教育基本法で提示 されている

・∫麗念は1「内容的には、`未来へと開かれた普遍であ

甑 その内餐は3今 後の歴史のなかでますます高め

られ、 ゆたがに なることを 予想しそれへの期待を

ピふくんだ原理である
。そしてその原理を否定する政

塗に対しては繁 この憲法は不寛容なのである」と述

飛、また、憲法 、教育基本法体制は 「教育の自律性

の原則」をも含んでいると述べて、教育基本法の教

育理念や教育鼠的が法定されていることを結論的に

1錆 定しているのでば の点で基本的1こは本稿と同

・じ立場である6た だ本文記述のような田中所説肯定

・の論理に嫉問題がある。

.⑲ 囁憲法の制定経過については、次のものを参照した。

前掲、作間患雄 「憲法成立の経過」242頁 、 有倉遼

吉 『日本国憲法の詞定経過」前掲有倉編 『憲法』5

～10頁 、田中英夫 「憲法成立史」『ジ三リス ト』638

^
号(19曽 年臨時増刊、有斐閣)。

⑳ 薮餓 繊 鵜 離 過について、前麟 木英一 轍
・育行政オ 第2章 第4節 ～第6鰍 とくに345～7頁

の年表参照。

㈱、伺総会議事録、但し、鈴木 『教育行政』320頁 によ

・る。`

⑳r錦 木英一壽 『現代信本の教育法』(勤 草書房、1979年)

.33頁。

幽 鋸 第§2回帝国議会衆議院会議録 く速記)」1947年3月

14日第6類 第10号 、但し、飼 掲r資 料 ・^教育基本法

30年』ユユ7頁による。

⑳ 前掲 『教育基本法の解説』・35頁による。 なお澤田

議 員は3月26日 にも同旨を含むより全面納な反対演

説を行っている(同 書、37頁)p、

㈱ 鈴木英一、同氏編 『教育基本法の欄定』(学陽書房、

1977年)79頁 。なお、.この文献選集にも 『教育墓本

法の解説』が収録されており、鈴木氏の解題がなさ

れている。これによると、『教育基本法の解説』は、・

辻田力調査局長および田中二郎参妻の監修の下にで

はあるが、執筆は文部事務宮安達健二民の単独によ

るものである。

㈱16頁 。

⑳25頁 。

⑳ 順に、40・1頁 、41頁 。

⑳7有 倉編 『教育と法律』(新 評論.1961年)'3扇 ユ5頁。

㈹ 鈴木英一氏は、その著書 『現代 日本の教育法』にお

いて、揃 記のように、教育理念が法律 という形式を

とって制定されることの意義についそのヱ947年3月

10日の閣議 において辻田文蔀省調査局畏肇言が了承

されたという事実を指摘したのち、教育の根本方針

が単なる宣言としてではな く法律としで翻定された

ところに格別の意味があるとし、さらに、「立法論の

見地か らみると、基本法の重要性や優越性にかんが

み、その改廃について、一定の慎重な手続きを経多

ことを要求渉るのも、一案であろう⊥とい う菊井康

郎氏の見解を紹介 し、r教 育基本法は、法律一般と

異なり、 日本国憲法を改正するのと同じような慎重

さが必要である」と述べている(同 書、33・4頁)。

本稿の見解と通ずるものである。

⑳ 赤坂昭二 『法学の基本原理』(成 文堂、ユ979年)91

頁。

劒 我妻栄編集代表r新 法律学辞典』有斐閣1967年 版。

⑬ 末川博編 『全訂　法学辞興』 臼本評論社1976年 版。

岡 宗像誠也、同氏ほか編r国 民 と教師ゐ教育権』(明

治図書、1967年)48頁 。また、注⑬に前記の堀尾氏

の見解 も同旨といえよう。'なお、兼子氏は掲版r教
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育法』(有 斐閣、1963年)で 教育基本法が定める教

育 目的が現行教育法の基本原理であることを是認し

ているが、その際、教育目的の法定を是認する理由

として、帝国議会における立法理由の2点 のほかに

「理論的には」 として次の2点 を挙げている。「教育
　 　 　 　

基本法が、ある程度教育自体を規律することを使命

としている20世紀的公教育法および第2次 大戦後の

教育改革立法であること」 「日本国憲法 自体がすで

に一定の 教育 目的を 予定 しており、 しかもそれは

r人類普遍の原理』として、 価値の多元性を みとめ

た上での秩序づけにとどまるか ら、それを教育法律

で具体化しても、思想良心の自由 ・学問の自由 ・教

育の自由にてい触 しないこと」。 筆者が 傍点を付け

た 「ある程度」、 「価値の 多元性」 という言葉の中

に、教育基本法による教育目的の法定を原理的に否

定するに至る価値相対主義的なものがすでに含まれ

ているように思われる。

㈲ 教育基本法の教育目的を現行教育法の基本原理とし

て挙げているものとして、室井力 ・鈴木英一編r教

育法の基礎』(青林書院新社、1968年)が ある。 後

述する永井憲一氏 も当然同 じと考え られる。鈴木英

一氏は前掲 『現代 日本の教育法』で、平和教育に限

ってであるが これが訓示規定であり現行教育法の基

本原理でないという兼子氏の 所説を 批判 している

(1～4頁)。

㈱ 『教育基本法の解説』のこの記述は、「法律に定める

学校の事業の主体が もともと公のものであり、国家

が教育の主体である」(傍 点原文)、法律に定める学

校は 「国家に専属する事業」 であ り、 私立学校は

「私人が 国家の特許を得て 設置経営するもの」であ

る、 という同書の教育基本法6条1項 の解釈(同 書

94・5頁)と 結びついた記述である。しかし、教育

基本法の同条項の規定自体、私立学校の存立を確認

しており、公教育学校はこれを世界史的な沿革か ら

みても法人 としての国あるいは地方公共団体の専属

事業 とみることはできない。同項に言 う「公の性質」

は、公教育学校の事業の公共的性質を述べたもの と

解すべきであって事業主体が国あるいは地方公共団

体であるということを述べたものと解すべきではな

い(有 倉遼吉 『教育関係法皿』 日本評論社1958年 、

90～2頁)。

㈱ 前掲 ・宗像ほか編r国 民と教師の 教育権』81～85

頁、引用は、81頁 。

鮒 上記のほか、永井憲一氏の次の叙述がある。永井著

r国民の教育権』(法 律文化社1973年)43・4頁 、

223～6頁 。同r憲 法と教育基本権』(動 草書房、19

70年)49頁 、251頁 。 国民教育研究所編r教 育裁判

闘争と憲法 ・教育基本法』(明 治図書、1971年)所

収 「国民の教育権 と教育裁判」190～4頁 。永井著

r教育法学の展開と課題』(学 陽書房、1978年)36～

40頁。永井編著 『コンメンター一ル教育法1日 本国

憲法』(成文堂、1978年)に おける憲法第26条 注釈、

とくに113～5頁 、118・9頁 、134頁 。

㈹ 前掲r憲 法 と教育基本権』49頁 。

⑳ たとえば、『憲法と教育基本権』82頁 、184頁 、134・

251頁 、134頁(引 用の順)。

第2節

(1)こ れと関連 して、兼子氏には前記{cl、(d)、{elにみ ら

れるように、憲法、教育基本法 と言えども教育活動

の内容に対しては法的拘束力を有せず訓示規定にす

ぎない等を述べているほか、氏独特の 「学校制度的

基準」論(17頁)、 「教育条理」論(21～23頁)を 述

べている。 これらの論点についても検討を要する。

(2)末 川博 「憲法 と教育基本法」、 宗像誠也編r教 育基

本法』(新 評論、1965年)14・5頁 、31・2頁 。

(3)自 由の概念について以下のもの参照。粟田賢三rマ

ルクス主義における 自由と価値』 青木書店、1975

年。 クリスチャン ・ベイ、1958年 『自由の構造』横

越英一訳、法政大学出版局、1979年 。新 日本出版社

r科学と思想』15号 、1975年 、 特集 「マルクス主義

と自由」。中野徹三rマ ルクス主義 と人間の 自由』

青木書店、1977年 。

(4)川 崎武夫r法 哲学と法解釈学』(晃 洋書房、1975年
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.増補 版)35頁 。

{5)澗 上 ・瀬 ・

㈲ ・岡土、、36～9頁。

(7)条 文は深瀬忠一民訳に従 う。深瀬 「1789年人権宣言

一研究序説国ま『北大法学論集』 第15巻1号 、1964年

9月 、31・2頁 。他に邦訳として、高木八尺ほか編

『入権宣言集』(岩波文庫、1957年),山 本桂一訳、芝

顧進集編訳 、臥 間の権利』<大 丹書店コ977年)芝

爾訳がある。 ・

(8}、ロヅク、169Q年 鋭鵜飼儒成訳 撰市民 政府論』(岩 波

文庫、1968隼>28頁 、:傍点は原文に従 う邦訳によ

る。。.

(9)・.同前ザ69東 ・

働 注(3)前掲 『慮由の構造』9頁 。

α1}同 よ、566頁 。 なお、 ベイの 「自由」の概念ぐのも

の等は、次のようである。

「自由とは・…∵囎 我豪現∫すなわち個人力聾 実

、にあ級 、1さ騨能性 として珂を表現するように勤機づ

けられていようとも、それを表現する能力、機会、

そして誘因を意味する。」(同 書、129頁)。 「誘因の

本質は、報償ないし処罰の可能性である。」(139頁)。

「裡会は、 もっとも特権をもたない成員や 排斥さ

.れでいるような成員が 自由である程度に応 じてのみ

霞由なのである。」(19頁)。

働 廊 坂i前 掲 『法学の基本原珊 の1頁 。 赤坂氏に

よれば.権 莉の本質については、.この他に主 として

権 利意思説、画権 利利益説があり、法力説1ま、これら

癒 綜禽してできた学説である。・権利意思説は権利を

定義 して、 たとえば、「法秩序(法 規)に よって賦

与されだ意思のカ、Lまたは意思の支配である」(ウ

ィγドシャイ ぽWih"scheid)ど し、 権利利益説

はlr権 利 とは"法 によって保護 された利益(法 益)

である・毒 利主体は意思主体と合致せず、む しろ受

益主 体 と同一 であ り、 従 って、 意思を歓 くところ

鍛 、幼児 ・精 神病者 も権利主体 た,りうると説 く」(イ

ェー リングJherin幻 も のであ る、 とい う(前 掲

,,書 。58解62頁)o

教育の自由と国民主権(上)

権利本質論に関する主たる学説を このように整

理し権利法力説が今日有力な多灘説であるとする

点では、前掲 『全訂法学辞劇 の 「権利」の項(執

筆者名不記)も 同様である。

前掲 『新法律学辞典』は、 「権利」の定義を 「法

規範及び その体系である法秩序によ って 個人又は

団体に対 して認められた活動の範囲」としてお り、

r(権利の本質について)現 在多 くの学者は蛍法律に

よつて 保護された 利益に関 して 認められる活動の

範囲であると説く」と述べている。

⑬ 前掲 『法令用語辞典』、「権利」の項。

働 ・赤坂,前 掲書62頁 。

㈱ 前掲r人 権宣言集』(岩波文庫)109頁 、斎藤 真訳。

⑯ 学陽書房 『教育小六法』〈昭和56年 版〉所収。1948

年12月10日 、国際連合総会通過,採 択。

縫⑳ 芝田進午践は、このような人間の自由の実現 として

の諸権利の体系化を試みている(「『生きる権利』と

自由の問題玉注③前揚 『科学 と思想函第15号 翫収)。

⑱ 『政治学事典』平凡社、1954年 、「政治権力」の項。

⑬ 前掲 『全訂 法学辞典』、確 力」の項。

⑳ 同上、「強制」の項。

⑳ ・ベイ、 前掲書408頁6な お、 ベイの千権力」の概念

および 「服従」「一体化」「内面化」の区別を示 して

お く。

「『権力』(『影響力』)と は、 個人自身の行動で、

他人の行動に影響するという方法によっ『て、'価値を

達成ないし増進する個入の能力である。 『権力(影

響力)の 行使』どは、他人の行動に彰響ずることに

よって価値を達成ないし増進する過程である。」(同

書、408頁)

「服従は、 他人がある人にもって もらいたいとす

る意見を、現実にはそれを信 じないままに採用する

ばあいをさす。一体化は、他人のもっている意見の

内容にたいして、現実になんら関心を払わないまま

に、その人の役割をひきうけることによって、公的

・および私的にその意見を うけ入れるばあいをさす。

そして、内面化は、はじめ他人が彼に紹介 した意見
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を うけ入れ、それを自分自身の価値と統合するばあ

いをさす。」(同 書、397頁)

⑳ 宗像誠也も、 「教育政策 とは 権力に支持された教育

理念だ」 という彼が与えた定義を 説明する際、「私

の教育政策の定義の要点は、教育政策を定義すると

きに、それを対立のないr全 体の福祉』にかかわる

ものとするような定義のしかたには賛成できないと

いう、その側面にあるのだ」 と述べている(「 教育

政策と教育運動」、r現 代教育学3教 育学概論五』

岩波書店1961年 、所収、203頁)。

㈱ 注⑳に前記の、ベイが述べる影響力 と同義の権力の

概念は少 くともわが国の権力という語によってはと

り得ないと思われる。

爾 前掲r政 治学事典』、「支配」の項。

㈱ 林修三ほか編r法 令用語辞典』(学 陽書房、1976年

第5次 全訂新版)

㈱ 同上。

第3節

(1)「権威」について、前掲r政 治学事典』の 「権威」の

項(尾 形典男氏執筆)参 照。

② 二つの準備書面はともに、r家 永・教科書裁判 高裁

篇第1巻 』(総 合図書、1972年)に よる。 引用は、

順に、16・7頁 、24頁 、35頁 。

(3)r判 例時報』814号 、42頁 。

(4}か かる文部省教科書裁判準備書面および最高裁学 テ

判決について、拙稿 「国家の教育権説における教育

権概念の検討」、関西教育行政学会 『教育行財政 研

究』第6号 、1977年 、所収、を参照されたい。

(5)高 柳信一 「憲法的自由と教科書検定」(1969年)。 兼

子仁編 『法 と教育』(学 陽書房、1975年)所 収、140

頁。

(6}堀 尾輝久 「現代における教育 と法」、1966年 、 同著

『現代教育の思想と構造』(岩波書店、1971年)所 収、

引用は、同書321頁 。
〆

(7)r教 育 と人権』(兼子仁氏 と共著、岩波書店、1977年)

88頁。同旨、r現 代教育の思想 と構造』325～7頁 、

r教育の自由と権利』(青 木書店、1975年)137～

44頁。

(8)r教 育の自由と権利』137～43頁 。

(9)日 本教職員組合編集発行 『教育評論』1976年5・6

月合併号、28頁。

(1ωr現 代教育の 思想 と構造』324頁 。 なお、 堀尾氏所

説の強い影響を受けていると思われる日本教職員組

合教育制度検討委員会報告 「日本の教育改革を求め

て」においても、「教育的価値」は、「子どもたちの

発達をうながし、人間的成長に役立つ」 ものとして

述べられている(『教育評論』1974年5月 、304・5

号、52頁)。

(11}二 論文は、いずれ もr勝 田守一著作集6人 間の科学

としての教育学』(国 土社、1973年)所 収。

⑫ 前掲書、428・9頁 。

(13同 前、430～41頁 。

(⑳ 同前、441～6頁 。

⑮ 価値については、以下のものを参照総合した結果、

一応、 このように概括 した。 トゥガ リノフ 『価値と

は何か』岩崎允胤訳、大月書店、1979年 。粟田賢三

rマルクス主義における 自由と価値』 青木書店、19

75年。 藤野渉 「マルクス主義 哲学と価値の問題」、

青木書店rマ ルクス主義哲学1』1969年 所収。高田

純 「価値論の基礎的諸問題」、岩崎允胤編 『価値 と

人間的 自由』(汐 文社、1979年)所 収。 岩崎武雄

r真理論』東京大学出版会、1976年 。 同著r存 在論

・実践論』同前、1977年 。

㈹ この点に ついては、本誌第1号(1975年5月)所

収、拙稿 「教育の原理一 その1-」 で既に詳述

を試みた。

(1η東洋 「発達」、r教 育心理学(新 版)』(岡 部 ・沢田

編、東京大学出版会、1965年)所 収、17頁 。

㈹ 波多野完治 「人間の成長と学習」、 岩波講座 現代教

育学2r教 育学概論1』(1960年)所 収、12頁 。

α窃 それについて次の段落で述べるうち、人間に固有の

学習に ついては、 レオンチエフ 『認識の心理学』

(松野豊他訳、世界書院、1967年)89～123頁 を主 と
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教育の自由と国民主権(上)

して参照。また、同 『子どもの精神発達』(松 野豊

他訳、明治図書、1967年)を 全般的に参照。全体に

ついては、総合的判断による。

⑳ 人聞の行動における目的の意識と手段の意識とにつ

いて、田辺振太郎 『技術論』(青 木書店、1960年)

164～7頁 、参照。

⑳ なお、兼子氏は別の著作で狭義の文化すなわち精神

文化について次のように述べている。 「筆者が 教育

権の見地か ら重んずる 『文化』は、もっぱ ら人の精

・神的活動様式の総体を指す狭い意味のものである。

精神文化と言えば まぎれは少なくなろうが ここに

は、瓜想 ・道徳 ・宗教 ・芸術 ・マスコミや学術研究

のほか、教育がふくまれる。」「広い意味での文化」

ではないから 「物質文化」「経済」「政治」「法」 等

は含まない、 と(『圏民の教育権』、岩波書店、1971

年、93頁)。

鋤 前掲r体 系憲法事典』103頁 、川添利幸氏執筆。

㈱ 申村睦男 『社会権法理の形成』(有 斐閣、1973年)

291・2頁 。

⑳ 中村、同前、290～315頁 、参照。

12{舜同前、294・5頁 。・

嚇一イエ リネ ヅクの所説については、宮沢俊義 『憲法II

(薪版)』(19敦 犀、有斐閣)88・9頁 による。

伽 清宮酋臨r憲 法1』(有 斐閣d957年)92・3頁 。

⑱ 宮1沢俊義 ・前掲書88～98頁 、覚道豊治 ・前掲r体 系

馬憲法事典』26 ・哩7頁。朔添利幸 ・同事典102～6頁 、

参照。

⑳r自 由権」について たとえば 次のように述べられて

いる。 「国家以前の人閥の 自然の自由を国家から侵

されないように、国家にたいして認められた不作為

講求権」(川添利幸、前掲事典io3頁)、 「国家権力の

千渉か ら自由な関係∴;・・に基づ く権利をいう」(前掲

『法學辞典』)、「国家権力によって自由を侵害されな

い権利。 自油 権という権利が成立するか、もし成立

するとすれば包括的な一つの権利があるのか、それ

とも個々の自由権があるのかについては学説が分か

れる。」(前掲 『新法律学辞典』)。

㈱ 自由権の一つの典型と考えちれる表現の臼由が、検

閲一 すなわち、外に発表 されるべき表現内容を公

権力によって予め審査し、不適当と認めるときには

その発表を 禁止することを 含める いわゆる事前審

査一 を禁止していることが参考になる。

Gll教 育権を論 じるに際 して、主権 と人権 とを対立する

ものとして とらえた点では、 星野安三郎氏の所説

(『学問の自由と教育権』成文堂、1969年 、17・8頁)

も、 それを 批判した 有倉遼吉氏の 所説(r憲 法 理

念 と教育基本法制』成文堂、1973年 、63・4頁)も

誤 っており、これらの誤りを指摘した限りでは、田

辺勝二氏の所説(「教育権と主権および 入権につい

ての一:考察」、 関西教育行政学会 雷教育行財政研究』

創刊号、1970年 、所収、149・50頁)は 正 しい。 な

お、星野説、有倉説の要点については、拙稿r教 育

における墓本的人権と 国民主権」、 上記r教 育行財

政研究』誌、第7号 、1979年 、55～8頁 、参照。

働 渡辺、前掲 『基本的人権 総論1』212頁 。

⑬ 同前、23◎頁。

岡 同前、21◎頁。

㈲ 同前、231頁 。

㈱ 中村睦男 「教育権法理の 歴史的形成」、小川 ・永井

・平原編r教 育と福祉の権利』(勤草書房、1972年)

27頁。

繍 拙稿 「教育を受ける権利」、 木誌第2号 、1977年 、

3・4頁 でやや詳しく論 じた。なお、その際には、

既述の 「自由権」の二とおりの意味 ・用法を区別し

ていなかったので、その点、修正を要する。

㈱ 本節注61)とその本文参照。

一 ユ980年10月3日 一
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